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平成２８年宇治田原町補正予算特別委員会 

平成２８年３月１１日 

午 前 １ ０ 時 開 議 

議 事 日 程 

 日程第１  議案第 １号 平成２７年度宇治田原町一般会計補正予算（第５号） 

              （総務産業常任委員会所管課分） 

 日程第２  議案第２２号 宇治田原町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する 

              条例の一部を改正する条例を制定するについて 

 日程第３  議案第２３号 宇治田原町職員の給与に関する条例及び特別職の職員で常 

              勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例を制定 

              するについて 

 日程第４  議案第 ５号 平成２７年度宇治田原町公共下水道事業特別会計補正予算 

              （第２号） 

 日程第５  議案第 ６号 平成２７年度宇治田原町水道事業会計補正予算（第２号） 

 日程第６  議案第 １号 平成２７年度宇治田原町一般会計補正予算（第５号） 

              （文教厚生常任委員会所管課分） 

 日程第７  議案第 ２号 平成２７年度宇治田原町国民健康保険特別会計（事業勘定） 

              補正予算（第４号） 

 日程第８  議案第 ３号 平成２７年度宇治田原町後期高齢者医療特別会計補正予算 

              （第１号） 

 日程第９  議案第 ４号 平成２７年度宇治田原町介護保険特別会計補正予算（第４ 

              号） 

 

１．出 席 委 員 

      委員長     ９番  原 田 周 一  委員 

      副委員長   １０番  上 林 昌 三  委員 

              １番  稲 石 義 一  委員 

              ２番  内 田 文 夫  委員 

              ３番  山 内 実貴子  委員 

              ４番  安 本   修  委員 

              ５番  今 西 久美子  委員 
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              ６番  青 山 美 義  委員 

              ７番  垣 内 秋 弘  委員 

              ８番  奥 村 房 雄  委員 

             １１番  谷 口 重 和  委員 

             １２番  田 中   修  委員 

 

１．欠 席 委 員     なし 

 

１．宇治田原町議会委員会条例第１８条の規定により会議事件の説明のため出席を求める

ものは次のとおりである。 

町 長 西 谷 信 夫 君 

副 町 長 田 中 雅 和 君 

教 育 長 増 田 千 秋 君 

理 事 兼 総 務 課 長 山 下 康 之 君 

理事兼企画・財政課 

財 政 課 長 
小 西 基 成 君 

理 事 兼 福 祉 課 長 大 江 輝 博 君 

理事兼建設・環境課 

建 設 課 長 
光 嶋  隆 君 

総 務 課 

危 機 管理担当課長 
清 水  清 君 

企画・財政課企画課長 奥 谷  明 君 

企画・財政課課長補佐 村 山 和 弘 君 

会 計 管 理 者 兼 

税 務 ・ 会 計 課 長 
馬 場  浩 君 

戸 籍 ・ 保 険 課 長 長谷川  みどり  君 

健 康 長 寿 課 長 黒 川  剛 君 

建設・環境課環境課長 三 好 茂 一 君 

産 業 振 興 課 長 木 原 浩 一 君 

産 業 振 興 課 

地域資源活用室参事 
下 岡 寛 史 君 
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上 下 水 道 課 長 野 田 泰 生 君 

教 育 次 長 谷 村 富 啓 君 

教 育 課 長 岩 井 直 子 君 

 

１．職務のため出席した事務局職員は次のとおりである。 

議 会 事 務 局 長 久野村  観  光  君 

庶 務 係 長 岡 﨑 貴 子 君 

────────────────────────────────────────── 
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開  会   午前１０時００分 

○委員長（原田周一） 皆さん、おはようございます。 

  会議を始めます前に、本日で５年を迎えました東日本大震災において犠牲となられま

した皆様方のご冥福をお祈りし哀悼の意を表するために、１分間の黙禱をお願いしたい

と思います。恐れ入りますけれども、ご起立お願いいたします。 

  黙禱。 

（全員起立 黙禱） 

○委員長（原田周一） お直りください。ご着席ください。ありがとうございました。 

  本日は、補正予算特別委員会を招集いたしましたところ、皆様方にはご多忙のところ

出席をいただきましてありがとうございます。 

  本日の委員会は、去る３月４日の本会議において上程され、本委員会に付託をされま

した平成２７年度一般会計補正予算（第５号）及び各特別会計補正予算５議案の合計

６議案につきまして審査を行います。 

  また、関係条例の議案第２２号及び議案第２３号をあわせて審査いたします。 

  お手元に配付いたしました日程表により審査を行うことといたします。ご異議ござい

ませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ありがとうございます。 

  効率的に委員会が運営されますよう、委員各位のご理解とご協力をよろしくお願いい

たします。 

  ここで、町長からご挨拶をお受けいたしたいと思います。町長。 

○町長（西谷信夫） 皆さん、改めましておはようございます。 

  「春に三日の晴れなし」とよく言いますが、一昨日まで暖かい日が数日続きましたけ

れども、昨日から平年並みの寒さに戻りました。まさに三寒四温という季節を迎えてお

るところでございます。 

  また、本日は、先ほども黙禱をしていただきましたけれども、東日本大震災の発生か

ら５年目を迎えるところでございます。警察庁の発表では、お亡くなりになられた方が

１万５，８９４人、また関連で亡くなられた方が３，４００人余り、いまだに行方不明

の方が２，５６１人の方がおられるということでございまして、また復興庁のほうから

１７万４，０００人の方がいまだに避難生活を余儀なくされておられるというところが、

本日の新聞にも報道されておったところでございますが、改めまして犠牲になられまし



５ 

た方々と避難されておられる皆様方に心からご冥福とお見舞いを申し上げますとともに、

一日も早い復興を願っておるところでございます。 

  また、一昨日は一般質問ということで８名の議員の皆さんから質問を頂戴いたしまし

て、長時間にわたりありがとうございました。承りましたご意見、ご要望につきまして

も十分検討する中で、今後、町政に反映してまいりたいと考えておりますので、どうぞ

よろしくお願いを申し上げます。 

  本日は、３月定例会の補正予算特別委員会ということで、皆様方には公私ご多用のと

ころご出席を賜り、まことにありがとうございます。また、この委員会では原田委員長、

また上林副委員長には大変ご苦労をおかけしますけれども、どうぞ最後までよろしくお

願いを申し上げます。 

  本委員会では、平成２７年度の一般会計補正予算（第５号）をはじめ６議案を提案さ

せていただいております。どうぞご審議を賜りまして、ご可決いただきますようお願い

を申し上げまして、挨拶とさせていただきます。ご苦労さまですが、どうぞよろしくお

願いを申し上げます。 

○委員長（原田周一） ありがとうございました。 

  ただいまの出席委員は１２名でございます。定足数に達しておりますので、直ちに本

日の補正予算特別委員会を開きます。 

  進め方といたしましては、日程にありますように常任委員会所管ごとの審査とし、ま

ず総務産業常任委員会所管課分より行うことといたします。 

  討論、採決にあっては、両常任委員会所管分が終了した後、議案順に行いたいと思い

ます。また、先に一般会計補正予算、続いて所管の特別会計補正予算の順で進めていき

ます。関係条例につきましては、一般会計補正予算説明後、あわせて議題といたします。 

  これより議事に入ります。 

  それでは、日程第１、議案第１号、平成２７年度宇治田原町一般会計補正予算（第

５号）を議題といたします。 

  まず、当局より説明を求めます。町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、議案第１号につきましてご説明を申し上げます。 

  議案第１号、平成２７年度宇治田原町一般会計補正予算（第５号）につきましては、

国において１億総活躍社会の実現に向けた緊急対応として、希望を生み出す強い経済を

実現するため、また子育て支援や安心につながる社会保障も含め、新３本の矢の取り組

みに貢献するため、新たに創設された地方創生加速化交付金を活用した諸費用に要する
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経費を追加するとともに、各種事業の決算見込みなどに伴い補正するもので、補正額は

２億２０８万６，０００円を追加し、補正後の予算総額を４６億２，５０７万

６，０００円とするものでございます。 

  まず、第１表歳入歳出予算補正の歳入につきまして、主なものを申し上げます。 

  町税では、町民税３，０９７万５，０００円、固定資産税１，６５２万６，０００円

を追加するなど、合計で５，０６３万６，０００円を追加しております。 

  配当割交付金では、４９０万円を追加しております。 

  株式等譲渡所得割交付金では、７６０万円を追加しております。 

  地方消費税交付金では、６７０万円を追加しております。 

  地方交付税では、普通交付税３，１７６万６，０００円を追加しております。 

  分担金及び負担金では、土地改良事業分担金を追加するなど、合計で６５９万

６，０００円を追加しております。 

  国庫支出金では、地方公共団体情報セキュリティ強化対策費補助金５７５万円、地方

創生加速化交付金４，９１５万９，０００円、年金生活者等支援臨時福祉給付金事業費

補助金２，７９０万円など追加するとともに、障がい者自立支援給付費等負担金

５０５万２，０００円、児童手当負担金４２０万円などを減額し、合計で７，０９８万

４，０００円を追加しております。 

  府支出金では、重度訪問介護利用促進事業費補助金５１０万１，０００円などを追加

するとともに、障がい者自立支援給付費等負担金３１０万９，０００円、被災者住宅等

再建支援事業補助金１６９万９，０００円、避難施設等緊急時電力確保促進事業補助金

１５３万２，０００円などを減額し、合計で１，１５４万９，０００円を減額しており

ます。 

  財産収入では、町有地売払収入１１３万１，０００円、町有林樹木伐採売払収入

５０万円追加するなど、合計で１５８万６，０００円を追加しております。 

  寄附金では、ふるさと応援寄附金５９万円、社会福祉寄附金２０万円を追加するとと

もに、公共施設整備寄附金８６万７，０００円を減額し、合計で７万７，０００円を減

額しております。 

  繰入金では、公共施設整備基金繰入金３，６１５万５，０００円、地域づくり振興基

金繰入金３，５２０万円などを減額し、合計で７，２１１万７，０００円を減額してお

ります。 

  繰越金では、前年度繰越金１億１３４万円を追加しております。 
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  諸収入では、京都府後期高齢者医療広域連合分賦金返還金２５６万２，０００円など

を追加するとともに、退職消防団員報償金３９４万４，０００円などを減額し、合計で

９９万６，０００円を追加しております。 

  町債では、臨時財政対策債８５５万６，０００円、情報セキュリティ強化対策事業債

５７０万円を追加するとともに、道路橋梁改良舗装事業債６２０万円、河川改修事業債

５３０万円を減額し、合計で２７５万６，０００円を追加しております。 

  次に、歳出につきまして、主なものを申し上げます。 

  総務費では、国の補助金を活用した情報セキュリティ対策の抜本的強化を図る情報セ

キュリティ強化対策事業費１，３６８万７，０００円、公共施設整備基金積立

６，２７６万４，０００円、財政調整基金積立８，０００万円、庁舎建設基金積立

５，０００万円、国の交付金を活用し、生活交通ネットワーク構築事業費５４４万

５，０００円を追加するとともに、決算見込みに伴う補正として新庁舎建設計画事業費

３４８万円、被災者住宅等再建支援事業費２５５万円などを減額し、合計で２億

４４４万７，０００円を追加しております。 

  民生費では、国の補助金を活用し、年金生活者等支援臨時福祉給付金事業費

３，１８７万２，０００円、子ども・子育て支援新制度新制度電子システム改修事業費

２００万円を追加するとともに、決算見込みに伴う補正として障がい者自立支援給付等

事業費７１４万４，０００円、臨時福祉給付金事業費３５６万９，０００円、介護保険

特別会計繰出金１，１２９万８，０００円、児童手当支給事業費５０１万５，０００円、

保育所運営費３９０万４，０００円などを減額し、合計で２０万２，０００を減額して

おります。 

  衛生費では、決算見込みに伴う補正として各種予防接種等対策事業費６５６万

１，０００円、ソーラー・ＬＥＤ街路灯整備事業費１５３万２，０００円などを減額し、

合計で１，２１５万１，０００円を減額しております。 

  労働費では、決算見込みに伴う補正として、雇用対策事業費２３３万円を減額してお

ります。 

  農林水産業費では、国の交付金を活用し、日本緑茶発祥のまち魅力発信加速化事業費

８７１万７，０００円を追加するとともに、決算見込みに伴う補正として、大福茶園再

造成事業費７０５万円を追加しているほか、ふるさとの森林整備推進事業費１４６万

６，０００円などを減額し、合計で１，１７６万３，０００円を追加しております。 

  商工費では、国の交付金を活用し、宇治田原ブランド育成加速化事業費１，０００万
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円、「お茶の京都」交流拠点整備等加速化事業費８６０万円、末山・くつわ池自然公園

整備加速化事業費１，１２９万円を追加するなど、合計で３，６２０万９，０００円を

追加しております。 

  土木費では、国の交付金を活用し、空き家等の対策事業費１６６万４，０００円を追

加するとともに、決算見込みに伴う補正として道路施設修繕事業費３００万円、公共下

水道事業特別会計繰出金１，７４６万５，０００円などを減額し、合計で２，３５２万

８，０００円を減額しております。 

  消防費では、決算見込みに伴う補正として、消防事務委託費４４５万１，０００円な

どを追加するとともに、団員報酬等及び支部活動補助金２９０万６，０００円などを減

額し、合計で７万４，０００円を追加しております。 

  教育費では、国の交付金を活用し、「うじたわら学び塾」運営事業費１５０万円追加

するとともに、決算見込みに伴う補正として幼稚園教育振興事業費１９２万

８，０００円などを減額し、合計で９４４万円を減額しております。 

  公債費では、決算見込みに伴う補正として、長期債利子償還金１８９万５，０００円

などを減額し、合計で２５６万８，０００円を減額しています。 

  次に、第２表繰越明許費補正費につきましては、「お茶の京都」交流拠点整備等加速

化事業費をはじめ、末山・くつわ池自然公園整備加速化事業費など、国において１億総

活躍社会の実現に向けた緊急対応として創設された地方創生加速化交付金事業等に対応

するものであることから、所要額を翌年度へ繰り越すものでございます。 

  宇治田原山手線整備事業費につきましては、土地収用に係る地権者交渉に不測の期間

を要したことから、年度内の用地買収の完了が困難となり、所要額を翌年度へ繰り越す

ものでございます。 

  町道新設改良事業費及び道路施設長寿命化修繕事業費につきましては、本年度内の事

業完了が困難であることから、所要額を翌年度へ繰り越すものでございます。 

  次に、第３表地方債補正につきましては、国の緊急対策に基づく地方債を活用するた

め、情報セキュリティ強化対策事業債の限度額を定めるとともに、道路橋梁改良舗装事

業債及び河川改修事業債について、工事完了に伴う事業費確定等により起債対象額が減

額したため、既定の限度額を減額するものでございます。 

  以上、よろしくご審議を賜り、ご可決いただきますようお願いを申し上げます。 

○委員長（原田周一） 小西理事。 

○理事兼企画・財政課財政課長（小西基成） それでは、今回の２７年度３月補正予算の
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概要につきまして、改めてご説明申し上げます。 

  まず、３月補正の全体像でございますけれども、現計予算が４４億２，２９９万円で

ございます。それに対しまして、これ説明いたしますけれども、加速化交付金という国

の地方創生を推進するための加速化交付金が予算計上されまして、国の補正に伴う部分

の追加額が、補正等ですけれども１億２７２万５，０００円、それから、決算見込み伴

う補正が３，７３６万１，０００円、決算の調整を含めまして２億２０８万

６，０００円ということで、補正後の予算総額が４６億１，５００万円ということにな

っております。 

  補正予算でございますので、横表のほうをいつもどおり用いて説明させていただきた

いと思います。それから、今回それに加えまして、補正の主要事項調書のほうもあわせ

てごらんいただきたいと思います。 

  まず、地方創生の関係の交付金の関係の概要でございますけれども、こちらのほうが

国のほうで２７年度の補正予算１，０００億円の計上がされたところでございます。地

方版の総合戦略に基づく自治体の取り組みについて、上乗せ交付でレベルアップ、先駆

性等を高めることを目的として積まれております。 

  これまでの流れでいいますと、２６年には基礎的な交付ということで先行実施分

１，４００億円、上乗せが３００億円乗りまして、２７年度の補正は加速化ということ

で１，０００億円が１０分の１０、これは２６年度分ですけれども補正予算化されてい

ます。交付金につきましては、２８年度は本格実施ということで２，０００億円を２分

の１というような予算計上が今審議されているところというふうに承知しております。 

  これらに対応いたしまして、本町といたしましても、地方創生計画の戦略との兼ね合

いを図りながら３月補正、繰り越し前提でございますけれども、事業を計上をいたして

おります。 

  それでは、横表に基づきましてご説明させていただきたいと思いますが、まず１つ目

に…… 

○委員長（原田周一） 小西理事、もし長くかかるようでしたら。 

○理事兼企画・財政課財政課長（小西基成） そうしましたら全体像は手短に行かせてい

ただきます。 

  １つ目の宇治田原町の「いいところ」発信事業費でございますが、こちらのほうも主

要事項調書の最初のページ、１ページ、２ページで概要をご説明したほうがわかりやす

かろうと思いますので、主要事項調書の１ページ、２ページを用いてさせていただきた
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いと思います。 

  加速化交付金の中で、本町としてどう取り組むかということは、このあたりは事業原

課としての柱立てといたしましては、移住・定住促進事業、１ページ目にある、総括表

が２枚ございますけれども、移住・定住促進事業と観光振興促進事業の２本立てで加速

化交付金を申請しております。移住・定住が１，０４５万９，０００円という形で本町

への移住・定住を促進するために一連の移住から定住につながるストーリーを立てて、

事業立てをしております。 

  これは、地域創生の戦略会議の中でも多分指摘があったところですけれども、本町の

よさのＰＲが十分にできていないと、施策を種々講じていることに対してよく知られて

いない、それから本町のイメージ、存在等についてよく伝わっていないという点がご指

摘ありましたので、そういったところを踏まえましてＰＲ、それから移住していただく

こと、それから移住後の居住環境の整備といったようなところを柱立てています。 

  事業としては、ここには４項目で７本上げております。「ハートのまち」ＰＲ事業で

３０万円、マスコット「茶ッピー」活用事業で７５万円、宇治田原町の「いいところ」

発信事業で６０万円、ふるさと納税促進事業で２０万円、空き家等対策事業で約６６万

４，０００円、それから生活交通ネットワーク構築事業で５４４万５，０００円、「う

じたわら学び塾」運営事業で１５０万円の計１，０４５万９，０００円でございます。 

  それから、柱立てごとでもう一つ説明しておきますと、観光振興促進事業、これも

２ページの総括表をごらんください。こちらのほうは観光振興を進めていくということ

で、観光振興計画の策定も進めておる中でございますけれども、こういった中で変更前

倒し的に実施できる事業という部分につきまして、既存事業のうちこれに当てはまる部

分と、ブラッシュアップかけた部分も当然ございますが、こういった部分を計６本で構

成しております。日本緑茶発祥のまち魅力発信加速化事業８７１万７，０００円、宇治

田原ブランド育成加速化事業１，０００万円、「お茶の京都」交流拠点整備等加速化事

業８６０万円、それからおもてなし観光推進事業３６万円、末山・くつわ池自然公園整

備加速化事業１，１２９万円、京都南山城古寺巡礼バスツアー事業２５０万円の計

４，４７０万７，０００円で計上いたしております。 

  それぞれの事業につきましては、横表なりこちらのほうをごらんいただく中で、横表

から１、２、３、４、５、６までは、今ご説明しました加速化の関係でございます。７、

８は福祉課の事業で後ほど言います。建設９、１０もただいまお話ししましたところで、

１ページめくっていただきまして、１１、１２、１３、１４、１５と、これが歳出のほ
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うでございます。 

  加速化につきましては、こちらのほうをまたごらんいただくといたしまして、横表の

３ページで、それ以外の部分を一応説明しておきますと、繰越明許の説明でございます

が、２番目の情報セキュリティ強化対策事業費、これが加速化以外の補正の部分でござ

います。これは、マイナンバー制のシステム改修につきまして、国から指示があった部

分、国の仕様に基づいてセキュリティの対応を進めるものでございまして１，３６８万

７，０００円という形で３月補正を上げさせていただいております。 

  それから、３、４、５、６は加速化でするので、あと９番が宇治田原山手線、先ほど

も議案説明でありましたとおり、山手線の今年度の買収補償等で繰り越しをお願いして

いる部分です。 

  １０番の町道新設改良につきましても、こちらのほうの路面の拡幅の部分の繰り越し

をお願いしているものでございます。 

  それから１ページめくっていただきまして、１１番の道路設備長寿命化修繕事業費に

つきましても、同じく繰り越しをお願いしている部分でございます。 

  以下、１２から１９までは、加速化交付金でございます。 

  増減の表がございますが、全体像といたしましては、そういった形で進めております。 

  観光のほうの総括に戻りまして、２ページでございますけれども、観光によるまちづ

くりの推進のために、緑茶発祥の地としてＰＲ強化や地域ブランドを生かした宇治田原

のブランド商品づくりというようなところに重きを置いて予算編成をしたところでござ

います。 

  全体といたしましては、今回の補正予算内容に基づく全体像は以上でございます。 

  資料のほう、追加でご提出申し上げております分につきまして、それぞれの場で説明

させていただくんですが、観光振興と後の議員さんの報酬、費用弁償条例と水道の関係

の料金体系、それがただいまの部分に当てはまるかと思います。報酬と水道につきまし

ては、後ほど担当理事課長から説明いたしますが、観光振興事業の表につきましては、

この後、原課のほうから追加で説明させていただきます。以上です。 

○委員長（原田周一） 説明が終わりました。 

  下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 産業振興課のほうから、今回の観光関連

の補正につきまして、説明のほうをさせていただきたいと思います。 

  観光振興計画での位置づけですが、観光振興計画は４つの方針に基づいてさせていた
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だいています。 

  資料の観光振興促進事業と宇治田原町観光振興計画の対応表をごらんください。机の

上にお配りさせていただいていた分です。 

  この表ですが、横向けに観光振興計画の４つの方針ということで、４つ枠を設けさせ

てもらっています。 

  １つ目が観光推進力づくりということで、おもてなしマインドの発揮、これは受け入

れ態勢の方針です。 

  ２つ目の観光魅力の創出ということで、お茶に触れる、里山、田舎、歴史文化を体感

するということで、これは魅力創出の取り組みに対しての方針です。 

  ３つ目が観光の基盤整備ということで、体験、時間、空間の環境を整えるということ

で、これが基盤整備の関連の方針です。 

  ４つ目が観光情報発信ということで、イメージづくりと情報発信の強化ということで、

情報発信に関する方針になっております。 

  今回、産業振興課のほうから６つ事業を挙げさせていただいていますけれども、これ

が左端に書かせていただいております。これと、ただいま説明させていただきました方

針と対応させるために、黒丸を打たせていただいております。この事業はそれぞれ観光

振興計画のこの部分に当たっていますという表になっておりますので、ご参考としてい

ただければと思います。以上です。 

○委員長（原田周一） 以上で説明が終わりました。 

  次に、人件費補正予算に関連いたします議案として、日程第２、議案第２２号、宇治

田原町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例を制定

するについて及び日程第３、議案第２３号、宇治田原町職員の給与に関する条例及び特

別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例を制定するについて

をあわせて議題といたします。 

  まず、当局より説明を求めます。町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、まず議案第２２号についてご説明を申し上げます。 

  議案第２２号、宇治田原町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部

を改正する条例を制定するにつきましては、平成２７年８月６日の人事院勧告に基づき、

特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律が平成２８年１月２６日に公布

され、同日から施行されたことに伴い、これに準じて所要の改正を行うものでございま

す。 
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  改正内容は、議員の期末手当を現行の３．１０月から３．１５月、プラス０．０５月

に改めるものでございます。 

  続きまして、議案第２３号、宇治田原町職員の給与に関する条例及び特別職の職員で

常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例を制定するにつきましては、平成

２７年８月６日の人事院勧告に基づき、一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改

正する法律及び特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律が平成２８年

１月に２６日に公布され同日から施行されたこと及び４月１日の組織改正に伴う所用の

改正を行うものでございます。 

  改正内容は、給与表について平均１．３％を引き下げ、２年間の減給保証を実施する

とともに、５５歳以上の給与等１．５％を減額及び管理職の昇給抑制の廃止、４級職員

の期末勤勉手当に係る職員加算の引き上げ、期末勤勉手当の支給月数を現行の

４．１０月から４．２０月、プラス０．１月に改め、町長、副町長及び教育長の期末手

当を現行の３．１０月から３．１５月、０．０５月プラスに改めるものでございます。 

  また、部制の導入による標準的職務区分表の見直しと行政不服審査法の改正に伴う文

言の改正等を行うものでございます。 

  以上、よろしくご審議を賜りまして、ご可決いただきますようお願い申し上げます。 

○委員長（原田周一） 山下理事兼総務課長。 

○理事兼総務課長（山下康之） それでは、詳細的に私のほうからご説明を申し上げたい

と思います。 

  まず、議案第２２号、宇治田原町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例

の一部を改正する条例を制定するについてでございますが、議員各位のほうに資料のほ

うを提出させていただいておりますので、そちらのほうを見ていただいたら非常にあり

がたいかなというように思います。 

  今回、今、町長のほうからも説明ありましたように、平成２７年８月６日の人事院勧

告に基づきまして、特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律が本年の

１月２６日に公布され、また同日から施行されたことに伴いまして、期末手当の改正を

行うものでございます。 

  なお、この資料のめくっていただいた２ページのところに、概要のほうを書かせてい

ただいておりますけれども、昨年の８月６日の人事院勧告の内容については、９月の定

例会議会の最初の全員協議会の中でも骨子についてご説明を申し上げてきたというよう

なところでございますけれども、そういった内容によりまして期末手当の支給率の改正
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ということで０．０５月の引き上げということで、現行が３．１月を３．１５月にお願

いをしていきたいというように思います。影響額については１７万７，０００円という

ことになるところでございます。 

  そういった中で、本町の特別職報酬等審議会についても昨年の１１月２７日に開会し

ていただきまして、町長のほうから諮問をしていただき、また報酬等審議会の中からも

本年の２月１６日にご答申をいただいたというところで、答申内容によりますと、町議

会議員の議員さんの報酬については据え置きが妥当だろうと、また町長、副町長、教育

長の給与についても据え置きが妥当と、こういった答申をいただいているところでござ

いまして、その答申の中に意見具申として町議会議員、また町長、副町長、教育長の期

末手当については、人事院勧告による指定職、職員の特別職の期末手当０．０５月分引

き上げを踏まえ、本年度より年間３．１５月分とすることが妥当であると考えると、こ

のように報酬審のほうからもご答申の中に意見具申としていただいているところでござ

いまして、そういった中で国の人事院勧告に基づきまして、今回、町議会議員の皆さん

方の期末手当について０．０５月分引き上げをお願いをしていきたいというように思っ

ております。 

  続きまして、条例の第２３号につきまして、続けてご説明申し上げます。 

  宇治田原町職員の給与に関する条例及び特別職の職員で常勤のものの給与に関する条

例の一部を改正する条例を制定するということで説明をさせていただきたいと思います。 

  お願いをいたしております議案書のほうの中身を見ていただきますと、何々を何々を

ということで、非常に細かく条例改正をお願いしているところでございます。内容につ

いて議員各位にご理解を賜りやすいように、資料のほうをつけさせていただいておりま

すので、こちらのほうを見ていただきながら、この条例案につきましてご説明を申し上

げたいというように思います。 

  ３ページのほうをお願いしたいと思います。資料の３ページのほう、すみません。 

  これは一部改正の内容でございますが、まず、基本的には先ほども申し上げましたと

おり、昨年の８月６日の人事院勧告に基づきまして、一般職の職員の給与に関する法律

等の一部を改正する法律、また特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律

が、本年の１月２６日に公布、また施行されたということに伴いましてご提案を申し上

げていきたいと。またあわせまして、４月１日の組織改正等に伴います所要の改正もお

願いをしていきたいというように思っております。 

  この３ページの資料のまず大きい２番の改正内容というところで、⑴宇治田原町職員
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の給与に関する条例につきましては、勤勉手当の支給率の改正ということで、人事院勧

告に基づきまして０．１月引き上げということです。これについては、５ページのとこ

ろの一番上に①というのがございまして、期末勤勉手当の比較ということで、本町も

０．１月を引き上げしていきたいというように思っております。ここに出ております影

響額が、当初予算と比べて４２８万２，０００円の増で、今回補正でお願いいたしてお

りますのは４３２万７，０００円の増ということでお願いをしていきたいというように

思っております。 

  それから今度は、⑴の②です。管理職員の昇給抑制の廃止ということで、これについ

ては５ページの同じページの②を見ていただきましたら、国と町との動きがあるわけで、

公務員給与が民間と比較して高いことから、平成１８年の給与構造改革により給料表の

平均４．８％引き上げを実施ということで、今日まで来たわけでございますが、特に影

響としては、２３万４，０００円ということで２４人５５歳以上を除くということで、

５級、６級の職員で５５歳を除く、それが対象となるわけでございまして、近隣の状況

も見ますと、こういった抑制を初めからかけていない市町村もあるわけでございますが、

実施をしている市町についても、今回同等に改正されるというふうに聞いております。

こういった改正を実施していくことが給料の逆転現象が起こらないようにも考えており

まして、近隣の市町村ではさかのぼって廃止されるというようなことも聞いております。

そういったことでお願いをしていきたいと思います。 

  それから、④の役職加算率の比較でございますけれども、本町はこれまで３級から

６級、本町は６級までしかございませんが、６級の職員それぞれ役職加算というのを入

れておりまして、４級の係長の職員と主任の職員が現行では１００分の５ということで

加算率があったわけでございますが、国のほうでは３級と４級にも大きな違いがあると

いうことと、４級自身が町としても係長ということで、管理監督者というのはこれ以上

というような位置づけもあることから、近隣の状況も踏まえまして、下の欄に近隣の状

況を入れさせていただいておりますが、本町もこの４級係長職員に１００分の７という

ことで、１００分の２を加算をしていきたいと、影響額が２６人今現在おりますので、

７２万４，０００円の影響があるということでございます。 

  それから、３ページに戻っていただきまして、③でございますけれども、時間外勤務

手当の算出方法の改正ということで、これについては労働基準法に準拠し、休日の日数

を計算に考慮ということです。せんだっても、これができていない市町村が新聞の報道

等で、さかのぼって支給するというような発表もあったところでございますが、本町の
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場合は、条例の解釈によりまして２７年の１月から、支給日については労働基準法どお

り実施既にいたしておりまして、そういった中で文言の今回法律に基づいた形にさせて

いただきたいということで改正をお願いしているというところでございます。 

  それから、めくっていただきまして、４ページでございますけれども、④の期末勤勉

手当に係る役職加算率の改正ということで、これ先ほど言いました１００分の７という

ことで、それが５ページの資料の④のところと同じということでございます。 

  それから、この条例には先ほどありました行政不服審査法の改正に伴う文言の修正と

いうことをさせていただいておりますので、条文の改正も条例の中に入れさせていただ

いております。 

  それから、３つ目といたしましては、５５歳以上の給与等の１．５％の減額を終了と

いうことで、５５歳以上の給与等の１．５％減額については平成３０年３月３１日で終

了ということで、これは６ページの⑥の一番上のところに資料をつけさせていただいて

おりますが、近隣の状況としても、初めから実施のされていないところもあるわけでご

ざいますけれども、給料の５５歳以上の１．５％減額ということは平成３０年３月

３１日で終了したいと、これは人事院勧告に基づく措置でございます。 

  それから、また戻っていただきまして、４ページの⑦のところでございますけれども、

標準的職務表の見直しということで、先ほど町長のほうからも、いわゆる組織のこれに

伴う改正もお願いしたということで、これについては議案書の１３分の６ページのとこ

ろに新旧対照表をつけさせていただいておりますけれども、ちょっと資料のほうのペー

ジと条例の部分のページが若干違いますので、１３ページあるうちの６ページのところ

でございますが、その新旧対照表を見ていただいたらおわかりいただけると思いますが、

今回、議会のほうにご提案も申し上げて、いろいろ議会のほうからもご支援も賜ってき

たというような状況の中で、今まで６級が理事という職なり、また室長というような職

であったのを、部長と課長とまた事務局長の職務ということで整理をさせていただいて

おります。また、５級では、今まではいわゆる参事というのはもう廃止。また所長とい

うのは、今までもありましたけれども、今まではこれに準ずる職務というようなうたい

方をしておりましたので、それで所長というのを置いておりましたけれども、しっかり

所長という新設を図っていきたいというように思います。また、全体的に地方公務員法

の改正に伴いまして、国の助言も含めまして、今まではこれに準ずる職務という、いわ

ゆる曖昧的な表現の仕方があったんですけれども、これについては全て表示をいたしま

して、はっきりと部長、あるいはまた所長、もちろん課長もありますけれども、そうい
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う打ち出しに変えていきたいというように思っております。 

  それから、続いて⑧の給与表の見直しということで、給与表につきましては、平成

２６年の人勧では２％の引き下げ、また平成２７年の人勧では０．３８の引き上げと、

こういうようなことで、下のところに民間給与との格差０．４％を埋めるためとなって

いますけれども、これ、四捨五入いたしまして０．４にしておりますけれども、発表で

は０．３８ということで、それをうちは１級から６級まで使っておりますので、それを

平均いたしますと、２６年分、２７年分を加味いたしまして、平均の１．３％の引き下

げということで、平成３０年３月までは減収、現給保障のこれを２年間実施して行って

いきたいと。 

  今回の人事院の骨子については、議員各位ご承知をいただいておりますが、若年層に

給与表の増額、また上のほうへいきますと引き下げと、こういうような状況があった中、

特にから２級の２３号は引き上げという、２，５００円から３００円の引き上げ、今後

は２級の２５号級から６級の７０号級までは引き下げということで、今度は引き下げの

ほうで２００円から１万５，６００円と、こうなっております。そういったことの改正

の条文も入れさせていただいております。 

  それから、大きい⑵でございますが、特別職の常勤の者の給料に関する条例というこ

とで、これは町長、副町長、教育長の期末手当の支給率の改正ということで、先ほど議

員さんのところで説明いたしましたように、同じように０．０５月の引き上げというこ

とで、今の３．１月を３．１５月に町長、副町長、教育長の分をしていきたいと。影響

額は１２万８，０００円というところでございまして、今説明させていただいた中で、

①及び⑵については、交付日の平成２７年１２月１日から適用と、それ以外については

この平成２８年４月から実施をしていきたいと、このように考えておりまして、お願い

をしていきたいと思います。 

  それと最後に、資料の６ページのところです。 

  ここを見ていただけましたら、平成２７年のラスパイレス指数と２６年の、いずれも

４月１日ですけれども出ておりまして、本町の場合は、平成２６年で９８．２、２７年

では９８．０ということで、このマイナス０．２の、国のほうの基準が１００でござい

ますので、それと比較をいたしまして０．２、２６年より下がっていると、こんな状況

でございます。 

  それと、７ページの平成２８年３月補正の予算書の３月の資料でございますが、これ

は先ほど説明いたしました期末勤勉手当の３月に今回お願いをしております一般会計か
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ら特別会計、あるいは水道会計の人件費の分でございますので、ひとつよろしくご理解

を賜り、ご可決を賜りますようお願いを申し上げまして説明とさせていただきます。以

上でございます。 

○委員長（原田周一） 説明が終わりました。 

  それでは、日程第１から順次質疑に入りたいと思います。 

  まず、議案第１号について、質疑のある方はページ数などを明確に指定し…… 

（「委員長、すみません。ちょっと議事進行入れされていただいて」と呼ぶ者

あり） 

○委員長（原田周一） はい。 

○委員（稲石義一） 今の一般会計の分と議案の給与の部分、２つの部分について、ちょ

っと疑義ありますので、ご協議を議会側でさせてもらってはいかがかなと思うんで、暫

時休憩をとっていただいて、当局側は退席していただいて、考え方をまとめたほうがい

いというふうに思いますので、それを休憩後に言わせていただきたいなと思うんで。 

○委員長（原田周一） ただいま、提案ありましたので、ここで暫時休憩とりたいと思い

ます。 

  恐れ入りますけれども、職員の方、委員だけで一応協議したいと思いますので。 

  傍聴者の方も退席をお願いします。 

休  憩   午前１０時５４分 

再  開   午前１１時１４分 

○委員長（原田周一） それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  ただいま休憩中にいろいろ出てきたことにつきましてご報告します。 

  ただいま出ました議案、条例関係につきましては、先ほど休憩中に総務委員会に付託

されている関連のもの、条例、行政不服とか、それから職制の問題とかいうのが、４月

１日以降やないかというような指摘があって、ここで採決可決してしまうと、これは結

局、総務委員会で採決できないというような察議があったわけです。 

  そこで、一応当委員会としましては、本日、全てのこの議案につきましては、審議だ

け行って、それで１４日に総務委員会が開かれますので、総務委員会終了後、再度補正

予算特別委員会を開いて、そこの場で採決をとるという結論にいたしました。 

（「総務常任委員会で」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） 総務産業常任委員会の後、補正予算特別委員会を開いて、その場

で採決をとると。１５日の本会議で報告という形の結論にしたいと思いますので、よろ
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しくお願いいたします。 

  それでは、日程第１から順次質疑に入りたいと思います。 

  まず、議案第１号について質疑のある方は、ページ数などを明確に指定し、簡潔に質

問をお願いいたします。今西委員。 

○委員（今西久美子） まず、予算書の３９ページなんですが、都市計画総務費の中の

３番、４番、木造住宅耐震診断士派遣事業費、木造住宅耐震改修事業費ですが、これい

ずれも減額補正となっております。これ実績をちょっと聞きたいんですけれども、改修

事業費については、当初と丸々減額になって、ちょっと途中補正がもしあったらあれな

んですけれども、診断士のほうが１件だけかなと思うんですが、ちょっと実績を教えて

もらえますでしょうか。 

○委員長（原田周一） 光嶋理事。 

○理事兼建設・環境課建設課長（光嶋 隆） 今ご質問いただいた件でございますが、内

容にございましたように、診断士のほうが１件、改修のほうがゼロ件ということでござ

います。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） せっかく予算化もしていただいておりましたのに非常に残念なん

ですが、新年度は新年度で、また別の方策等も検討していただいているようなので、そ

れは予算委員会でもお聞きしたいと思っているんですが、その辺、以前からなかなか進

まないというのがありますが、その辺の事情を、診断すら１件だけだったと。ましてや

改修事業は誰もなかったと。その辺はどのように分析をされているのか、ちょっとその

点だけお聞きしたいと思います。 

○委員長（原田周一） 光嶋理事。 

○理事兼建設・環境課建設課長（光嶋 隆） まず、制度上の問題でございまして、給付

させていただける金額に限界があること、それが事業なさる方との考え方といかにマッ

チングするかということが大きな課題かというふうに考えておるところでございます。 

  それと、もう一つは、広報も随時行っておるんですが、どうも感ずるところでござい

ますけれども、なかなかご関心を抱かれない方については、尐々のことではご関心を抱

いていただくにチェンジするというのがどうも難しいようでございます。 

  そういったこともございますので、以前に空き家対策の折にも尐し申し上げたところ

でございますが、家屋調査等していました折に、昭和５５年以前にお建てになったと思

われるような家屋を所有されている方については、別途、文書を発送するなりして、そ
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ういったことについてのアピールと喚起といったものを掘り起こした中で、今後の取り

組む意識を持っていただくことの増加につなげていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） わかりました。また、予算委員会等でもお聞きしたいと思います。 

  また、別の件ですが、主要事項調書の１１ページ、今もありました空き家等対策事業

についてです。 

  その前に同じく、主要事項調書の１ページなんですが、移住・定住促進事業というこ

とで、これ全国的に同じようなことが取り組まれているかというふうに思います。この

３番目の先ほどちょっと説明もございましたけれども、移住・定住していただく際の受

け皿を整えるということで、空き家のあっせん等による居住の確保により本町への移住

は後押しするということで、その空き家の活用というのがここで示されているわけです

が、この補正予算を見ていますと、意向調査をしていくと。２８年度は意向調査と検討

会の立ち上げということが書かれております。その後、将来はということで、将来とい

うのがいつごろになるのかあれなんですけれども、施策の推進についてはもうちょっと

後になるような感じを私は受けたんです。 

  ただ、移住・定住を促進するためには、やっぱり住まいというのは非常に私、大事や

と思うんです。この空き家の実態調査、これもこの間、折り込みが入っていまして、実

施しますよということで実施をしていただいたんですが、それまでにもちろん準備等も

あったかと思うんですけれども、私はもっと年度の早い時期に何でできなかったのかな

と。その上で、意向調査もできることなら今年度中にやってほしかったなと。そして、

空き家を活用して移住・定住を図るという施策をもっと早くに取り組んで行くべきでは

ないかなというふうに思うんですが、いかがでしょうか。 

○委員長（原田周一） 光嶋理事。 

○理事兼建設・環境課建設課長（光嶋 隆） 事業の実施ということに関しましては、着

手が後半になりました。これにつきましては、いろんな情報収集をする中で、国等の対

応もいろいろ新たな情報が出てまいりまして、そういったことにできるだけ対応したい

といったようなこともございまして、時間がかかってしまいましてまことに申しわけな

かったというふうに思っております。 

  それで、今のところ調査の段階で、結果については、まだまとめ切れるまでもう尐し

時間があるんですが、概算値でいいますと、以前に委員会でもお話を申し上げたかと思
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うんですが、国の出している、２３年だったと思いますがデータでは１３％ほどの空き

家率があるというふうに言われておったものが、我が町ではもう尐し尐ないと思います

というふうにお答えをしております。実際のところ、概算では５％強ぐらいの割合が空

き家に該当するのではないかというふうに思われるところでございます。思われると申

しますのは、先ほども意向調査についてのこともご指摘いただいたところでございます

けれども、実際にどういった利用形態であれば空き家なのかというのが明確に示された

ものがないということで、今後、特定空き家等にしていく際での考え方をまとめる上で

は非常に重要な点になろうかと。 

  一例で申し上げますと、例えば別荘のようにお使いになっておられるもの、あるいは

適正に管理をされておるもの、そういったものをどうしていくかという問題がございま

すので、そういったものを空き家というふうに推測されるのではないかというものを中

心に、まとめてまいりたいというふうに考えるところでおります。その後においての定

住化施策における空き家をどのように活用するかということについては、これは条例の

制定等する中で、今後の施策としてコントロールをしていく必要があるのではないかと

いうことで、前の委員会でも尐し申し上げたんですが、今後は企画部局のほうとも十分

詰めながら進めてまいりたいというふうに考えるところでございます。以上でございま

す。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） 先日、家のほうにお電話がありまして、京都市内の方でしたけれ

ども、若い方で宇治田原町にも畑を借りていると、住まいを探しているんですと、どこ

か適切なところはないでしょうか、そういう情報ありませんかというお電話だったんで

す。マンションとかアパートとか結構あるんですけれども、やっぱり家賃が高いんです

よね。 

  全国的には空き家を活用していろんな取り組みがなされています。空き家バンクなん

かもつくって、そういう問い合わせがあったときには、対応もすぐさまできるというよ

うなところも結構あります。一口に空き家対策と言っても、持ち主がおられることです

し、大変な事業やと私も思いますけれども、やはりそういう需要やニーズというのはあ

るというふうに思いますので、できるだけ早い時期に、将来と言わずにできるだけ早い

時期にそういう活用ができるように、鋭意取り組みをお願いしておきたいというふうに

思います。 

  それから、同じく主要事項調書の１６ページのくつわ池の自然公園の整備についてで
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すが、いろいろとやっていただくと。これまでも積極的に改善をしていただいておりま

して、年間１万人を超える来場者があるという、非常に町にとっては大事な公園だとい

うふうに思っております。ただ、この間、決壊をした池がそのまま底を露呈をして、非

常に景観上も悪いということについては、以前から指摘もさせていただいておりました。

この池の活用については、今回の加速化交付金について対象にならなかったのかどうか、

そこの点だけお聞きします。 

○委員長（原田周一） 木原課長。 

○産業振興課長（木原浩一） 委員ご指摘の池の活用ということでございますが、今回の

この地方創生の加速化交付金の事業に関しまして、ソフト事業をメーンということで聞

いておりますので、直接池の整備というところには当てはまらなかったとは聞いており

ます。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） わかりました。ただ、あの池をそのまま放置しておいていいのか

どうかその辺もあるんですが、観光振興計画も今度つくっていただきましたし、その辺

で余り具体的にはどうするかということについてはこれからやとは思うんですけれども、

今後、その池についてどのようにしていこうとされているのか。指定管理の生森のほう

は駐車場にしたらどうやとかいろんな思いを持っておられるようですが、その辺との関

係で、町としてどのようにお考えでしょうか。 

○委員長（原田周一） 木原課長。 

○産業振興課長（木原浩一） 今いただきましたご意見そのままで、生産森林組合のほう

でも、いろんな活用の仕方ということで構想を描いておられます。その辺につきまして

は、今後、郷之口生産森林組合と協議して検討してまいりたいと考えております。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） では、もう１件ですが、１７ページの南山城古寺巡礼バスツアー、

非常にユニークな取り組みやなというふうに見ていたんですが、まず古寺、南山城の古

寺というのはどれぐらいあるのか、宇治田原町においてはどちらが対象なのか、その点

を教えてください。 

○委員長（原田周一） 木原課長。 

○産業振興課長（木原浩一） 南山城地域で重要文化財に指定されたもので１１寺院ござ

います。宇治田原町におきましては、禅定寺さんのほうが指定されております。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 
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○委員（今西久美子） 重文に指定されたということで、宇治田原は禅定寺さんだけやと

いうことですけれども、ただ、宇治田原にもたくさんお寺もございます。神社もたくさ

んございます。重文かどうかというところは別として、先日、教育委員会が主催をしま

した講座で、実は宇治田原に３３カ寺があったというような報告もあったところです。

もちろん廃寺も入っていたんですけれども。そういう地域の古寺の掘り起こしも含めて、

教育委員会なんかとも連携もしていただいて、行く行くは宇治田原の古寺巡礼ツアーの

ようなものも、私はちょっと考えていただけへんかなと思っているんですが、いかがで

しょうか。 

○委員長（原田周一） 木原課長。 

○産業振興課長（木原浩一） 今、ご指摘いただきました宇治田原町内の古寺というかお

寺がございまして、その中で今、教育委員会とのコラボでやってはどうかというご意見

でございます。これにつきましては、今後そういう仕組みができるような形をつくれれ

ばやっていけるかなと思うんですが、それに対する団体等の設置も必要かと考えており

ますので、今後の課題とさせていただきたいと思います。 

○委員長（原田周一） ほかにございませんか。垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） 今の今西委員の古寺の関係と関連して、ここで南山城の木津川市、

京田辺市、笠置町、本町入れて４町なのですが、この４町にこだわっていると言ったら

おかしいんですけれども、限定されている理由ともっと周辺には宇治市とかいろいろあ

ると思うんですが、その辺のとの絡みは、限定された理由というのはどういうものでし

ょうか。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 古寺の会なんですけれども、これ奈良時

代の流れをくむ寺社、寺院、寺でつくられている団体でありまして、そこに参加するこ

とも可能ではあるんですけれども、その奈良時代の文化の流れを受けた寺で集まられた

のがたまたま４市町だったということでして、うちから要請したわけでもありませんの

で、そのあたりはまた山城古寺の会さんとお話ししたときに、話させていただきたいと

は思います。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） この場合、古寺のグループといいますか、その塊を重視して、これ

で集まっておくのか、あるいはまたその一歩進んで全体的な観光とかも含めて、今後考

えていくような趣旨のもとにあるとすれば、もう尐し、例えば組み合わせを変えたり、
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あるいはまた商品を尐し変えたりして、バラエティに富んだ組み合わせを検討されたら

いいと思うんですけれども、この辺の考え方はどうなんでしょうか。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） その前に南山城の古寺巡礼ということで、

京都国立博物館のほうでそういう催しをされた流れで、今回連携してさせていただいて

おります。広域連携することによりまして、禅定寺さんだけでうちのほうがそういうツ

アー等を組むよりも、より広く知ってもいただけますし、そうしたことでやらせていた

だいております。今後そういった感じで広くしていくのは、いいことですので、そうい

ったことにはうちのほうもやってみたいとは思っております。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） ぜひご検討をお願いしたいと思います。 

  次に、１２ページです。日本緑茶発祥のまち魅力発信加速化事業でございます。 

  この中で、括弧の中の２つ目のティーゲート茶園等維持管理ということで８万

２，０００円、金額的には非常に尐ないわけですが、この茶園そのものが、以前から感

じていたんですけれども、非常に管理が悪いと。夏場になれば虫はつくし、びんづらは

はげてしまったり、音頭とりみたいなんがすっと出てくるような感じで、非常に管理が

悪うございまして、ここにこういうような形でテーマとして上がってきた以上は、これ

から非常に見ばえがよくなるのかなというふうに思いますけれども、そこら辺は、あれ

は見るもんやというのか、それともあれを一つのショーにして、茶園をもっとよくして、

いいお茶をとろうとしているような。何か目的はどうなんですか。 

○委員長（原田周一） 木原課長。 

○産業振興課長（木原浩一） ただいまご指摘いただきました点でございますが、あれは

平成１６年に植栽されまして、それ以後、修学旅行生の茶摘み体験とかそういうものに

使っておりました。今現在、ちょっと私がついでと言ってなんやけれども、防虫とかは

やっていたんですけれども、ちょっとここしばらく行けていない状態でございます。今

ちょっと番茶がぼうぼうに伸びているのは、余りにもちょっと茶園のすき間が２ｍと決

めておりますので、茶園が大きくならないと草が生えてくるんで、十分伸ばした上でち

ょっとカルバンで刈って、それ以後、見ばえのいい茶園にしていきたいと思っておりま

すので、ご理解賜りますようよろしくお願いいたします。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） たまには消毒ということもありますけれども、たまには肥料でも入

れてもらってふやしていただかないと、あのままではどうしても見ばえが悪いんで。ま
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して、宗円の里の集団茶園が前に控えていますんで、それとの対比とか、知らない人が

見たら、あれは見本やと、モデルやというような見方もしますので、そこら辺はひとつ

よろしくお願いしたいと思います。 

  それと、あと絡んで、宗円の里がどんどん成長していきますと、ひょっとしたら観光

客が来るかもわかりませんし。１回見たいなというようなことで、あそこ車をとめて一

次停止をして見学される人も出てくると思います。そういったときに、あの場所は将来

的にああいうような形の茶園を植えておいていいのかどうか。極端に言ったら、あそこ

をバスのセンターにして、何か見学のツアーのバス停とかそういうようなことも考えて

いかないといかんのではないかというふうに思うわけです。ということはもっともっと

有効活用するだけの価値はあるんではないかというふうに思うんですが、その辺は考え

方はどうでしょうか。 

○委員長（原田周一） 木原課長。 

○産業振興課長（木原浩一） 今ご指摘いただきました茶園のことなんですが、駐車場に、

また向かいに大きな１３ヘクタール以上の大きな茶園があるということで、見学という

ことなんですが、ちょっと今のところ我々もそういうことは思っておるんですが、向か

いに渡るまで、道、そこそこスピード出して道を走られる車が多い。また直線なので、

そういうことにつながってきて、もし事故が起きたらかなわんかなということで、そう

いうことも思い、ちょっと駐車場という形では、そういう表現は今させていただいてお

りません。今後考えることも可能かと思いますので、検討はさせていただきたいと思い

ます。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） 交通の安全対策とその駐車場の関係とか見学の関係とか、これはま

たちょっと趣旨が違うような感じもしますので、どうしても交通が危ないというふうに

なれば、横断歩道でもつくるなり何とでも方法はあると思うんです。ですから、それは

それでまた、要は土地の利用価値を高めていく、もっともっといい土地にしてあそこを

有効活用する、そういった観点で一遍検討していただければいいんではないかというふ

うに思います。 

  それともう１点、４つ目の来訪者の接待用の新茶代と書いていますね。これは期間限

定か何かにされるんですか。 

○委員長（原田周一） 木原課長。 

○産業振興課長（木原浩一） これにつきましては、庁舎のほうにお見えになった、新茶
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シーズンに来訪者のお茶を呈茶することと、あとは宗円の生家で出していただいており

ます呈茶につきまして、その辺の補助をさせていただきたいと考えております。 

○委員長（原田周一） ほかにございませんか。山内委員。 

○委員（山内実貴子） 今の主要事項調書の１２ページにかかわることなんですけれども、

この日本緑茶発祥のまち魅力発信加速化事業は、一応内容的には拡充となっていて、一

番下のパンフレット作成等というのが新しい拡充の部分かなと思ったりするんですけれ

ども、このパンフレット新規作成とあって、「宇治田原のお茶」等パンフレット増刷と

あるんですけれども、今までもパンフレットはあったと思うんですが、それをどこに置

くかということはやっぱり大事かなと思います。今、いろんなところに出かけて行かれ

ていろんなＰＲもされていると思うんですけれども、やっぱりそれをどこにどういうふ

うな形で置くかということを考えていただきたいなと、これは提案です。 

○委員長（原田周一） 回答はよろしいですか。 

  ほかに質問ございませんか。内田委員。 

○委員（内田文夫） 主要事項調書１４ページです。「お茶の京都」の交流拠点等整備事

業、これ主に湯屋谷公民館の前のバスプールの整備だと思うんですけれども、それは非

常にいいことだと思うんですが、現実にもう永谷宗円のほうのところに観光客がたくさ

ん来ていただいていますよね。それがタクシーで上に上がってくるとか、あの細い道を

タクシーで上がって来るんです。地元の議員さんもご存じだと思うんですが、そこで生

活している人が大変なんだと。これはいいことで進めていただければいいんだけれども、

それと同時並行して、あの川を利用して、例えばタクシーが上がって来ようが、その日

常生活している人間が我慢できる範囲で利用ができるとかということを今からやってお

かないと、これ今現実にもう大変ですねんと。ここに駐車場をつくって、バスだけでし

か上に上がれませんよというわけにもいかないと思うんです。そこのところ含めて、今

どうこうということではなしに、そういう生活者の目線というのも半分近く置いていた

だいて、おもてなしの心でもって迎えられるようなものをやっていただきたいというふ

うに、まず１点お願いしておきます。それはそんなふうにお願いして終わるんですが。 

  その次、生活交通ネットワーク構築事業についてお伺いします。 

  予算が５４４万５，０００円計上されている、８ページ、企画財政課なんですが、要

するにこれはアンケート調査についてデータ化をするにこれだけの費用がかかるのかと

思うんですが、５４４万５，０００円とこれ地方創生加速化交付金全部国が出してくれ

る分だと思うんです。どれぐらいの費用をどんなふうに分散されているのか、ちょっと
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説明願います。 

○委員長（原田周一） 奥谷課長。 

○企画・財政課企画課長（奥谷 明） ご答弁申し上げます。 

  この主要事項調書８ページにございます生活交通ネットワーク構築事業を今回補正予

算として計上させていただいているところでございまして、事業内容といたしましては、

こちらにございますように現状把握、また前回も町独自にアンケート調査いたしました

が、広くもう一度アンケート調査、そういうものを踏まえまして本町の現状、また課題

の抽出をする中で、本町にとっていろんな地域ごとの現状も踏まえる中、どういう交通

体系のあり方がいいのかというところを議論していきたいというように考えております。 

  この予算額の主なものでございますが、公共交通検討委員会という組織を立ち上げま

す。その関係の委員報奨等の費用、それと大きいのがやはり専門的な業務でございます

ので、コンサルティング等の業務も予算化させていただいております。そういうところ

が大きなところかなというところでございます。以上です。 

○委員長（原田周一） よろしいですか。 

  ほかにご質問ございませんか。 

  たくさんございます。 

  ほか、今内田委員から出ましたけれども、ほかご質問どうですか。もうございません

か。たくさん事前にいろいろお聞きしていますんで、ここで暫時休憩したいと思います。 

休  憩   午前１１時４６分 

再  開   午後 １時３０分 

○委員長（原田周一） それでは、休憩前に引き続きまして会議を再開いたします。 

  質疑のある方、挙手願います。稲石委員。 

○委員（稲石義一） それでは、補正予算第１号につきまして、順番に質問をさせていた

だきます。 

  まず歳入から、税収入が非常にたくさんの収入増になったということで補正されてい

ますけれども、まず、法人の町民税が２，３００万円ふえていますよというようなこと

ですけれども、この辺は景気の動向も含めてどういう状況だったのか、この１年を振り

返って、法人税の収入の状況というのはどういうふうに見られているのかお伺いします。 

○委員長（原田周一） 馬場課長。 

○会計管理者兼税務・会計課長（馬場 浩） お答えいたします。 

  町民税の法人では２，３３２万４，０００円の税額補正額となっておりますが、法人
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均等割におきましては、２６年の２４０社から２３５社と法人数が減ったことや、業績

の悪化により２７年中の中間納付がなかった法人があったことにより、１０６万

２，０００円の減額補正となっております。 

  ご質問の法人税割におきましては、上位１０社で昨年度と比較して２，７３９万

５，０００円の増収があったことから、全体で２，４４２万８，０００円の増収となっ

ております。この結果から見ますと、本年度におきましては、特に上位の１０社あたり

で景気が好調であったということがうかがえるのではないかというふうに分析をしてい

るところでございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） よくわかりました。上位１０社が非常に好調やったということで。 

  次に、固定資産税のほうで土地も４００万円ほどふえているんですけれども、それ以

外では償却資産のほうが１，３３９万９，０００円ということで、これも先ほどの法人

の収益の好調さを物語っているのかなと思いますけれども、そういうことでの設備投資、

その辺がされた結果かなと思うんですけれども、この辺の状況についてお伺いいたしま

す。 

○委員長（原田周一） 馬場会計管理者。 

○会計管理者兼税務・会計課長（馬場 浩） 固定資産税は全体では１，６５２万

６，０００円の増額補正となっておりますが、土地におきましては、太陽光パネル発電

施設の土地評価において１５０万円、徴収率の増によりまして１００万円及び土地評価

の見直し等により合計４２５万１，０００円の増額補正となったところでございます。 

  お聞きの償却資産におきましては、９社におきまして前年度に比べまして約５０万円

から４００万円の増額があり、この分で１，２３０万８，０００円の増額があったこと

から１，３３９万９，０００円の増額補正となりました。 

  当初予算を組むに当たりまして、大手企業のほうから特に償却資産について聞き取り

調査をするわけですが、なかなか芳しい傾向をおっしゃってくれなく、どうしても低目

のヒアリング結果になってしまうというようなところがございますが、それはさておき、

本年度は今から言いますと一昨年度は、設備投資が特にこの９社において積極的になさ

れたということがうかがえるのではないかというふうに分析しておるところでございま

す。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） 先ほどの上位１０社とこの償却の９社が連動しているのかどうか、
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その辺もお伺いしたいところですけれども、これはまた当初予算の折にさせていただき

たいと思います。 

  毎回申し上げていますけれども、当初の予算を見積もるときに、法人の収益等につい

て聞き取りをしておいてくださいと。今もありましたように、なかなか本音が語られな

いというところで捕捉がしにくいのかなと思ったりしますけれども、その辺は当初予算

でヒアリングの上位１０社とか２０社の内容はお聞きしたいと思います。いずれにいた

しましても、法人の税割と償却資産で３，６００万円、３，７００万円ふえましたので、

やっぱりこの辺は結構財政が好転した結果かなというふうに思っています。 

  次に、地方交付税が３，１７６万６，０００円ですから、約３，２００万円ふえてい

るんですけれども、この辺は当初見積もり８億円ですけれども、どのような内容でふえ

たのか、ちょっとお伺いしておきたいと思います。 

○委員長（原田周一） 小西理事。 

○理事兼企画・財政課財政課長（小西基成） 地方交付税の算定につきましては、当初見

込みより実際に交付される時点で、これ以前にも申し上げたんですが、約３，０００万

円の増となっておりました。交付時点の計算でいきますと、地方創生関連の部分で若干

反映する部分があったのかなと思っております。ただ、当初では見込んでいた数値のと

おり、算出上の指数は京都府内から見込みの指数値が与えられる部分で計算しておりま

す。当初分で計算したものと、確定の本計算でしたもので約３，０００万円の、実際の

増があったというところでございます。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） 減るよりふえたほうがええんで、先ほどの税収入と地方交付税合わ

せまして、地方消費税の分も含めまして約８，７００万円もふえているということです

ので、この点で言えば、税収入等が好転したことが２７年度の財政運営を結構楽にした

んかなというふうに、私自身もそういうぐあいに思うわけです。 

  その一方で、繰入金が公共施設整備基金と地域づくりの振興基金等で７，２００万円

落としてはるわけですね。基金からいろんな事業に繰り入れる予定だったやつをやめて

はるわけです。先ほどの８，０００万円税収入等が好転になったんで、その分を繰り入

れなくても大丈夫な財政状況やったというふうに思うわけですね。７，０００万円落と

してはるから。当初予算の概要とか見ていましても、施政方針なんかの中にも、２７年

度も厳しかったというふうに書いてはるわけなんですけれども、私からすれば厳しくな

かったんじゃないかなと、いろんな税収入とか、そういう好景気が若干法人等に好結果
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をもたらして、法人税なり償却資産税なんかが好転してきているというふうに見るべき

ではないかなというふうに思っています。 

  そして、積立金です。先ほどは公共施設とか地域づくりのほうをやめて、お金が当初

予算組むときはないので、これを基金から繰り入れて財源を捻出したということなんで

すけれども、一方で、年度末に３月で公共施設の整備基金３，６００万円やめて、なお

かつ６，２００万円今回積んではるわけですね、基金に。財政調整基金は繰越金が１億

４，０００万円あったんで、その半分程度を積むということですので８，０００万円を

積んである、これは繰越金の関係ですのでそれでいいんですけれども、あと、庁舎建設

基金に５，０００万円を積みましたということです。基金そのものについては１億

９，３００万円を積んではるんで、当初の見込みからすれば、基金が結構２億

８，０００万円ほどつぶして減りますよと言うてはったやつが、もうとんとんになっと

るということで減らなかったんですね。 

  この辺の状況を見て、厳しかったのか、うまく財政運営ができたのか、その辺の総括

を、施政方針なんかでは２７年度厳しかったと、当局の口癖みたいに、ペンがそのまま

厳しいというふうにいきおるんかどうか知りませんけれども、ここでちょっとその辺の

総括はどうだったということを小西理事のほうから聞いておきたいと思います。 

○委員長（原田周一） 小西理事。 

○理事兼企画・財政課財政課長（小西基成） ただいまの稲石委員のご指摘でございます

けれども、まずご指摘の点からいきますと、財調以外の特目基金も含めました２６年度

末の残高と２７年末の見込み残高、ご指摘のようにほぼイコールでございます。そうい

う意味では、今の委員の分析もその点ではそのとおりかなという点もございますが、た

だ、全体に見ますと、単年度の実質収支はもちろん繰り入れている分とかあるんですけ

れども、それももちろん続けて赤ですし、単年度収支だけ見ましても、７，４００万円

程度、やっぱりマイナスという形になっています。財調基金は剰余金の２分の１以上と

いうのが、今もご説明いただいた部分を積んではおりますけれども、これはまた当初予

算のときにもお話ということになるんでしょうけど、やはり予算編成しようと思うと、

どこからか捻出する必要が出てくるというところでございます。 

  それから、基金関連で申し上げますと、庁舎関連につきましては、以前にご指摘もい

ただいておりますときにご答弁申し上げておりますが、庁舎建設に向けて年

５，０００万円程度の積み立ては必要というふうに考えております。 

  それから、今回の公共施設の整備改修に備えてというのは、公共施設の整備計画を今
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年度立ててまいりますので、来年度以降、そういった部分に資金的な準備が必要である

というふうに考えまして積ませていただいてはおります。 

  いずれにいたしましても、財政調整基金の残高で見ますと、２８年度末、２７年度末

で１１億７，７７４万円、これが一応２８年度末になると９億６，１２７万円までさら

に減尐する予定ではございます。特目の基金を含めましても、２８年度残高は２２億

８，１００万円程度という予測はいたしております。そういった中で、厳しいという面

の評価部分はいろんなところがございますけれども、決して楽には回っていないという

ふうには思っています。 

  ただ、分析いただいた点はそのとおりだと思いますので、財政運営については、収入

の面から見ても、結果として２７年度は何とか回れたかなというふうな感じとなってお

ります。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） ２７年度何とか回れたなというのはゆっくりいけたなというふうに

思いますので、当初のままの２億７，０００万円ほど繰り入れて、基金がそれだけ減り

ますよというてやっていたらやっぱり相当厳しいなと、それ以上に当初予算を組んで、

なおかつ２７年度中の増減でマイナス要因のほうが強かったら、さらに財調を年度途中

で潰したりせんならんのですけれども、そういうこともなく全部取り崩しをやめて、な

おかつ庁舎についても５，０００万円積んでいくとか、９，４５０万円ほどになるわけ

ですね、庁舎でいえば。ほんだら、もうあと５，０００万円もう一遍積んだら、１０億

という一定の目標のところへいきよるわけやから、そら厳しい中ではそんな積めへんで

すから、他の団体さんみたいに財調から横流しで庁舎に積んではるのと違うのやから、

これは余ったお金で積んではるのやからね、宇治田原町の場合は。まさにその財政運営

のやりくりをやってはるわけやから、これはやっぱりそういうふうに正直に分析、評価

をして答えていただきたいなというふうに思います。 

  公共施設は、先ほど言いましたように、この前の一般質問で言いましたような公共施

設等の総合的な管理計画のスタートが２８年度以降いきますので、２億ほど持っておか

んとちょっと苦しいなということであるんで、それはそれでいいのかなと思いますけれ

ども、財調の１１億７，７００万円、これは私申しますように、標準財政規模の１割と

いうところからいえば多過ぎますよということですので、この辺をうまく活用しながら、

いい地方創生と総合戦略の時代に向けての４カ年の予算の財源をここに残しておくとい

うことであれば、厳しいんじゃなくて、そちらのほうにうまく知恵を使ていっていただ
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いたらいいのかなというふうに思います。財政運営については以上で終わっておきます。 

  次に、国の補正予算に呼応して１３カ月予算というふうにおっしゃっていますけれど

も、全額支出負担行為を３月１５日以降に３月３１日までの間にすることなく繰り越さ

はるんで、私から言うたら１２カ月予算でええんと違うかいなと。ちょっとでも支出負

担行為がされて、前倒しでそういう事業をやりまっせと、１億円の加速化の部分も含め

て、何かしらのものが２７年度の３月に着手されるんやったらそれでええのやけれども、

これはもう繰越明許のところ、明細見とったら全額向こうへ持っていって、実際、いろ

んな契約とか着手されるのは６月とか、それぐらいに先送りされるやに思いますので、

それからいうたら、１２カ月予算よりもまだ劣るんかなというふうに思ったりするんで

すけれども。 

  国の補正予算の中の部分でいけば、福祉の分３，０００万円ほど予算されていますけ

れども、これと地方創生の加速化部分というふうに分かれると思うんですけれども、そ

の地方創生の１，０００億円の部分が本町におりてきて、全体的に歳入としても

４，９００万円ほどおりてきたんですか、ちょっと案分しとったら、京都府には１４億

円おりて、２６の団体で京都市を含めて割れば５，４００万円ほどに１つの自治体にな

るんですけれども、うち４，９００万円ほどですので、大体それぐらい、５，０００万

円前後でそれぞれ活性化の分は申請されたんかどうか、まずそこから聞いておきたいと

思います。 

○委員長（原田周一） 小西理事。 

○理事兼企画・財政課財政課長（小西基成） 加速化交付金の申請状況ということですけ

れども、今の割り返しの計算、規模の大小はありますし、当初言われておりましたのは、

１団体当たり４，０００万円から８，０００万円というところが一つのめどではないか

と、必ずしも自治体の大きさではないですよというふうには言われておりました。上げ

ておられる額も、そのとおりさまざまな状況でございます。 

  本町としては、今回５，０００万円弱を上げさせていただいて、現在内示を待ってい

る状態で、１０分の１０というものの中身の査定がどうなるかというのは、これはまた、

今わかっておらない状況ですけれども、３月の中下旪ごろには内示が来て、その後、本

申請というような段取りになっております。内示の時点でどの程度の額が内示されるの

かというのは、今の時点では全く見えていないわけですけれども、申請予定の額といた

しましては、今、委員ご指摘のとおりの額を町村の自治体の枠としては申請していると

いう状況でございます。以上です。 
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○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） それで活性化交付金の想定される支援対象として、皆さん方のとこ

ろにもそれぞれ来ていると思うんですけれども、１つは仕事の創生、人の流れ、働き方

の改革、まちづくりと、こういう４つの地方創生の戦略の中の加速化交付金と、これを

いただいて地方創生の１億総活躍社会の実現に向けて加速化してきますよと、こういう

趣旨で１，０００億が計上されたわけなんですけれども、その仕事創生、人の流れ、働

き方改革、まちづくり、この４つの中で、今うちのほうは、移住・定住促進事業と、観

光振興促進事業の２つですね。一部、また後から個別には質問したい仕事の関係もある

んですけれども、この２つに絞られているというのは、どういう観点から絞られたんで

すか。私は、仕事創生とか働き方改革とか、そういうことも非常に大事かなと思たりす

るんですけれども、いかがでしょうか。 

○委員長（原田周一） 奥谷課長。 

○企画・財政課企画課長（奥谷 明） 考え方に関しましては、申請に当たりましては、

企画部門、また財政部門、町で議論する中で、関係課とも協議する中で申請させていた

だいておるものでございます。 

  そして、対象事業の捉まえ方でございますが、事業分野といたしましては、先ほど副

議長おっしゃいましたように、仕事創生、また地方への人の流れや働き方改革とか、そ

ういうものが事業分野として想定されておるところでございます。そういういろいろ各

種分野の中で、採択の基準といたしまして先駆性が一番求められております。 

  具体的にどういうかと申し上げますと、例えば自立性、よそに先駆けた事業で、また、

自主、自立していける、それで官民協働であるとかいう部分と、何よりも求められまし

たのが地域間連携、単独の市町村の事業ではなくて地域間で連携してやる取り組み、そ

ういうのを優先して交付金つけていきましょうと。 

  それともう一つ、地域間じゃない単独の市町村でやる場合は、政策間の連絡、単なる

１つの事業ではなくて、各種事業の連携をすることによって、１つの大きなまちづくり

につながるようなものを考えなさいというところが今回のみそでございまして、そうい

う観点から私ども、予算議論をさせていただく中で、やはり、まず１つ大きな切り口と

いたしまして観光と。観光面にいたしましては、地域間連携、まさに「お茶の京都」と

いう分野のもと、京都府さん主導に関係市町村一緒になって進めていこうというそうい

う時代背景もマッチいたしまして、地域間連携、まさにこのお茶の京都を含めた観光面

を中心とする事業をこの地域間連携と位置づけてまず積極的に打ち出していこうと、そ
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れがまず大きな一つの柱。 

  それともう一つがこちらも、移住・定住促進事業と私どもくくりましたが、これは先

ほど申し上げましたように、政策間連携という位置づけをさせていただくべく、この主

要事項調書で見ていただきましたらおわかりのように、この１ページに移住・定住促進

事業（総括表）とさせていただいております。 

  上段のほうにはソフト的な事業でございますが、例えば空き家対策、それから公共交

通、それから教育と、一見すると全然ばらばらと申しますか違う分野の事業ではござい

ますが、私どもといたしましては、こういう事業もセットで取り組むことによって宇治

田原町の魅力を知っていただいて、移住そして定住につなげていただきたいというそう

いうストーリーを描くことによって、政策間連携という位置づけのもと、今回はこの移

住・定住促進事業と、それと、先ほど申しました観光振興事業と、そういう大きな２つ

の分野で申請させていただいたというような状況でございます。以上です。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） ２つで申請されたんで、今さらどうのこうの言うても仕方がござい

ませんので、この程度にしておきます。 

  それと、昨年、２６年度の補正と上乗せ部分で１，７００億が２７年度のほうに措置

されて、その分に当初はまた整理はされていたんですけれども、今度、２８年度の交付

金に向けてどのような取り組みで、それも先駆タイプというのでどんな内容かわからん

けれども、金額的には同程度の１，７００億みたいな措置されているんやけれども、宇

治田原町としては、補正の１，０００億とその１，７００億を取りに行くスタンスです

ね。それは当初予算のところにも入っていないですね、２８年度は。入っていないんで、

どういうスタンスで今後いこうとしているのか。 

  この前も鳥取に行ったときにも、うちの後の上乗せ交付の３００億だとかそちらの部

分には手を挙げてへんわね。挙げられてへんだ。うちは行ってきましたよというのが八

頭の話やったんやけれども、そういうところでおくれをとっているの違うかと僕は思う

とるわけですよ。ですから、今度の２８年度の新交付金についても、できるだけ情報を

早くキャッチしてそういうものに手を挙げていくというスタンスがないと、補正が来て

みんなで分かち合うた４，０００万円と８，０００万円の間でうちが４，９００万円や

と、そんなやったらもう同時スタートになりよるからね、近隣市町と。同じことを連携

でやるということになるんで、やはり先駆タイプの２８の交付金についてもどういうス

タンスで臨もうとされているのか、そこら辺は聞いておきたいと思います。 
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○委員長（原田周一） 奥谷課長。 

○企画・財政課企画課長（奥谷 明） 議員ご指摘のとおりと私どもも考えております。

現在の情報では新しい２８年度の交付金に関しましては、２分の１の補助で、なおかつ

地域再生計画でしたですか、そういう個々の事業の計画書を策定し、認められたものに

対して２分の１の補助になるというようなことをお伺いしておりますが、まだ詳細把握

できていない部分もございます。そういうところの情報把握に努めまして、現在進めて

おる事業の進捗状況にもよりますが、そういう制度もしっかり把握する中、有利な財源、

また積極的に地方創生事業を推進する観点から、そういうものもできるだけ取り入れる

よう努力してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） 他の自治体におくれることなく、できるだけ情報を素早く手に入れ

て、それに対応できるような体制なりを確立をしておいてほしいなというの、これは要

望しておきます。 

  それでは個別にいきますけれども、４ページの情報セキュリティ強化対策事業です。 

  これ、マイナンバー関連のやつで、去年の６月から総務でいろいろセキュリティの確

保についてやらせていただいて、継続審査もやったし、いろんなことを注文してきまし

た。セキュリティについては万全を、１００％というようなことないですけれども、あ

る程度万全を期しますということで手挙げさせてもうたんですね。賛成多数ということ

ですので、反対の方々もいらっしゃったというふうに記憶していますけれども。 

  それで、今さら何やねんと、この１，３００万というふうに思うんですよ。国がそう

いうようなものをくれたんで、２分の１の部分でくれたんでという話やね、これ、２分

の１入ったんねんね。だけども、２分の１持ち出さんならんわけですよ。これは、私ど

もは６月のとき聞いておったのは、それを９月までの間に準備万端してもらって、いろ

んなセキュリティの強固なシステムをつくってくださいと言うとったら、それはやりま

したよと、ここに書いてあるようなものでそれとは事務レベル等の部分は分離していま

すよと、これまた同じようなこと書いてあるんやけれども、そのときに説明してもうた

やつが何でこれ屋上屋重ねる形で１，３００万の補正予算をしないとならんのか、この

理由をもう一度説明してください。 

○委員長（原田周一） 奥谷課長。 

○企画・財政課企画課長（奥谷 明） 私のほうからご説明申し上げたいと存じます。 

  私ども、セキュリティ対策を進めてまいりましたと、これまでより何度か申し上げて
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まいりましたが、基本的には基幹系システムと申しまして、税とか住基情報を扱ってい

るシステムと、それはもう全くインターネットとかとは独立したシステムですと。それ

と別に庁内ＬＡＮというのがインターネットにつながった庁内システムがございまして、

ですから基幹系と庁内ＬＡＮというのはつながってないんですけれども、データをとっ

てきて、そこで作業をした際には、例えばパスワードを付して格納するとか、抹消する

とか、そういうセキュリティ対策を進めておるということ、これまで申し上げてまいっ

たかと存じます。まさにそういう取り組みを進めてまいりました。 

  そういう中で国のほうでは、この年金問題をきっかけといたしまして、そもそも、自

治体が扱うそういう個人情報、マイナンバーが始まることによって、さらに市町村間連

携も始まる中で、基本的にはもうインターネットがつながらないような環境でやりなさ

いという、もう一歩踏み込んだといいますか、自治体はそういうところまで対策しなさ

いという時代になってまいりました。特に国からの指示では、そういうマイナンバーの

利用事務系では、まず情報が持ち出せないようなことをまずしなさいですとか、今申し

上げましたような、そういうインターネットがつながっていないそういう環境に、

１００％つながっていない環境にしなさいという通知がいたされまして、こういう補助

金も設定されたところでございます。 

  したがいまして、私どもが今までおくれておったわけではございませんで、全国、基

本的にはどこのそういう団体でもそういう扱いはしておったんですが、そもそも今後は

インターネットとつながらないような環境をつくりなさいという指示を受けまして、私

ども今回、この３月補正で計上させていただいております主要事項調書に書いてござい

ますように、大きく３つの要素を導入しようといたしております。 

  まず、１つが、２要素入力システムの導入ということで、今も基幹系のパソコンをさ

わるときにはパスワードで入力して入っていくわけですけれども、Ａ職員のパスワード

をＢ職員が知っていたらかわりに入れるわけなんですけれども、そういうところをさら

に踏み込んで、パスワードだけじゃなくて静脈認証、手をかざしてそういう認証もして、

その者しか本当に入れないようなことにする。例えば、１回入って５分したら一旦遮断

されてもう１回ちゃんと入らなければならいとか、そういうような強固な認証システム

をまず１つ入れていきましょうと。 

  ２つ目が、資産管理システムの導入と申しますのは、先ほど申し上げましたように、

ＵＳＢメモリー等で要はデータを取り出せないような環境にしていきましょうというと

ころがまず２点目。 
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  それから、一番下、ＬＧＷＡＮサーバーの導入と、これがちょっとややこしいところ

ではあるんですが、これが先ほど申し上げましたように、インターネットからもう分離

するものでございます。このＬＧＷＡＮと申しますのは、総合行政ネットワークと申し

まして、地方公共団体間の行政専用のネットワークシステムなんですけれども、ここに

今後、マイナンバーのシステムをつないでいかなければならないんですが、今の状態で

すと一部インターネット等の関連性がございますので、そういうものを外して、庁内の

システムはこの行政専用のラインでしか動かないようにしていこうというようにしてい

こうとするために今回サーバーを入れていこうというものでございます。そういうこと

を今回していこうというものでございまして、これまでのことに踏まえて、国の指導の

もと、こういう新たなもう一歩踏み込んだセキュリティ対策を強化していこうというも

のでございます。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） それは国が言うからじゃなくて、私ら言うとったんは、それぞれの

マイナンバーも含めた行政のシステムをそういうふうに強固なものにするには独自で考

えやんならんと、そういうシステム開発も含めて対応ができますかというて聞いとった

んですよ。今言うたようなものが、既に国の力をかりずに独自の市町村の対応でこれで

あたら、セキュリティが確保されるとそういうようなもんをつくり上げてくださいよと

いうてやっとったわけです。だから、去年の９月の段階では、それができますよと言う

てはったんやけれども、これであればより強固なものになったと。じゃ、前のときはよ

り強固でなかったということになるわけで、その辺はやっぱり行政も素直にきちっと反

省しながら、どうだったんかというのは、もうここに書いとかなあかんわ、それは。 

  質問されて初めて、どうのこうのじゃなくて、やっぱりそういう前回の状況を踏まえ

て、どういうことやってんと、それをさらにこういうことを国の補助金をいただきなが

ら、それも京都府内でいえばセキュリティに問題が起きたら全て同じことを国の補助金

をもろうてやるわけだから、これ、開発するのも、同時でやっておけば安く上がるんと

違うのか。そうじゃないですか、これ。京都府全体でやれば、これ１，３００万円かか

るもん、１自治体でかかるもんやったら、それぞれシステム開発の分と大もとの部分を

含めて国がこうしなさいと言うたら、京都府で取り仕切るわとやってもうたら安上がり

になるとか、そんなことはないですか。 

○委員長（原田周一） 奥谷課長。 

○企画・財政課企画課長（奥谷 明） 今おっしゃっていただいたとおり、京都府も入っ
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ていただく中で、京都府全体のネットワーク、ＬＧＷＡＮとかまさにそうなんですけれ

ども、そういう中で構築していこうとするものでございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） そうしたら、これ、国・府の財源が、国しか入ってはらへんでしょ

う。何でそんな向こうから言われたマイナンバーのもんに、いつも言うようやけど、自

治体が金出さんならんのか。これ、都道府県と一緒に国・府でやってもうたらええの違

うか。そういうこと要望しておかへんもんやから、これ半分出さんならんねん。マイナ

ンバーなんか向こうから言われたやつをついてどうのこうのと言うているんやから、シ

ステム全体としてやろうとすれば、何でこれ市町村が負担せんならんのかなという話に

なりますやん、これ。その辺はどうなんですか。 

○委員長（原田周一） 奥谷課長。 

○企画・財政課企画課長（奥谷 明） 確かにマイナンバーに関しましてはそういう部分

がございます。ただ、例えば、先ほどインターネットと遮断するという部分に関しまし

ては、市町村の固有の業務もそれに関連いたしますことから、満額の補助ではなかろう

かと考えております。 

  ただ、なお今回の補正予選にも、財源、基本的にはこの２分の１補助なんですけれど

も、補助裏には起債が１００％充当されておりまして、一定の交付税措置もあろうかと

思います。国もできるだけ自治体の皆さんのご負担がないように措置いたしましたとい

うような通知も参っておるところでございます。以上です。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） そんなんわかった話で、起債も入ってあるのはわかってあるけれど

も、その財源の措置も含めてやけれども、そんなんもん起債発行せやんでも、京都府が

全額同じ部分、２分の１と２分の１持ってくれたら市町村は何も要らんのやから。そう

いったときにこそ共同開発みたいな形で、今、税機構とか後期高齢でやっているみたい

な広域化で、京都府を中心にそういうシステム、行政システムをきちっと確立しましょ

うかということのリーダーシップをとってもらうように声を上げたらよろしいやん。そ

れこそ広域連携の話やわ、広域連合の話やわ。 

  だから、そういうことを今後やっぱり向こうから、何も考えてへんから先手を打たれ

ているわけや、国やらに、これ。だから、市町村から発信して、こういうことをしてく

ださいということを言わん限り、こういうことになっていくわけです。財源も含めての

話やけれども、やっぱり財源も含めてどういう内容で事業に取り組むかというたら、去



３９ 

年の９月からしたら、これ半年たって、強固や言うていたやつをより強固にしまんねん

と言われたら、前のときに私ら手を挙げたもん、何やったという話になるわ。それは、

手を挙げやらんだ人のほうが住民のセキュリティを守らはったんかということになって

しまうから、これはやっぱりきちっとしっかりした対応方をしとかんと、我々もそこを

聞いてやっているのやから、頼みますよ。 

  次いきます。 

  緑茶の１２ページですけれども、これも１０分の１０入って活性化という、加速化と

いうことなんですけれども、先ほどもあったんですけれども、パンフレットの作成等に

ついては、次の１４ページのマップなんかとも関連すると思うんですけれども、これ、

言葉、日本語と外国語を組み合わせるとか、その辺はどういうふうに考えてはるのかな

と。日本語だけでつくろうとされているのか、国際的な感覚で英語とか中国語とか韓国

語とか、そういったものも含めて視野に入れながら今後作成されるのか、ちょっとそこ

だけ聞いておきたいと思います。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） お尋ねの件ですが、観光パンフレットは、

今、海外の方もたくさん来られていますので、うちのほうも英語とか中国語とか入れて

いきたいなとは考えております。ただ、全部同じパンフレットに入れますと見にくくな

りますので、内容は同じですが、日本語版、英語版とかいった形でつくれたらなと考え

ております。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） ここにパンフレット作成が、観光パンフレットと宇治田原のお茶等

のパンフレット増刷というので、増刷やから今あるやつをいうことで、これはお茶に関

しては中身を変えられないという理解をしといたらええのか。 

  観光パンフレットについても、新規作成するんやけれども、それは１種類なんか、

２種類なんか、３種類なんか。その３種類の中の外国語はこれとこれやとかいうふうに、

より具体的なものをもう尐し精査されて、それは実際、それぞれ発注される寸前にまた

所管の委員会にでも、きちっと詳細が決まれば説明をいただきたいなということを要望

しておきます。 

  その中に、ふるさとまつりの実行委員会助成とかいうのが２７年度が２３０万円やっ

たやつを３００万円にふやしてあるわけやね。７０万円ふやして事業展開しようと、こ

ういうふうに思うてはるんで、その辺もまた増額していく意味合いとか、その辺をきっ
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ちりと整理しておいてもらわんと、また四半期ごとの状況調査報告をしていただいたと

きに詰められていないようなことがあると困りますので。やっぱりこれ、予算は出した

わ、これ１０分の１０やさけ、その分、既存の事業も入れとこかいう変な気持ちがこの

中に入っているやに私も思うわけです。これはやっぱり地方創生の戦略の中に入ってい

たり観光振興計画に入っていたものが、新規事業として出ていくのが一番いいので、

１０分の１０のところは。従前からやっている分は、拡充しましたよというて、一般財

源とか未来の京都府の補助金をもらったりしながらやっていくのが、これ通常のパター

ンかなと思うんやけれども、こういうようなものは既存の分が入っとるというので、そ

れはちょっとがっかりしていますということです。 

  次のページの１３ページの宇治田原ブランド育成加速化事業についても１，０００万

円されていますけれども、これも全部１０分の１０の財源になっていないですね。一部、

既存の部分に充ててはるから、事業も持っていってはるから、全額入っていなくて

６００万円しかこれ入っていないんで、４００万円は単費になっているわけね。だから、

そういうときに何でそんなもんを、余計なもんを今この事業の中に入れて、こんな主要

事項をつくっているのかというのがもう一つ意味わからへん。だから、それについてち

ょっとだけ説明してほしいんですけれども、この１，０００万円の３つの大ぐくりの部

分のそれぞれの事業費、区分ごとに言うてください。 

○委員長（原田周一） 木原課長。 

○産業振興課長（木原浩一） 今ご質問のありました地域ブランド育成加速化事業の関係

でございます。この数値として入れされていただいておりますブランド等販路拡大応援

事業といたしまして、これには大都市圏の展示会や商談会の合同出展ということで

４００万円を見ております。 

  それと、地域ブランド育成等応援事業、その下の経営改善事業でございますが、上の

ほうの育成、ブランドの関係のほうには２００万円、それと経営改善事業につきまして

は４００万円見ております。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） それで、その下２つは今までからやっていましたよというやつやけ

れども、その６００万円はどれとどれが入ったのかというのは、全体の１，０００万円

に６００万円、１０分の１０やけれども、６００万円はどれとどれが入っているんです

か。新規事業が多分入ってあるのやと思うけれども、上の４００万円は。それはどうで

すか。 
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○委員長（原田周一） すぐ答えられますか。 

○委員（稲石義一） 財政はわかるのと違うか。 

○委員長（原田周一） 小西理事。 

○理事兼企画・財政課財政課長（小西基成） こちらのほうは一番下の経営改善事業の

４００万円は、加速化交付金の申請の中に入れておりません。加速化交付金の対象事業

としたのは、上から２つの４００万円と２００万円、これの６００万円を加速化交付金

のほうの申請対象といたしております。これは加速化交付金の趣旨からして、経営改善

の一番下の事業は加速化交付金の趣旨になじまないだろうと。ただ、加速化交付金の申

請の仕方としましては、国庫を求めるもの以外も含めてストーリー性を求められており

ますので、一体的な中で事業としては上げておりますが、予算としてはそのような構成

になっております。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） そうしたら、そんな申請のときに一緒に入れとけというんじゃなく

て、こんなんは２８年度当初予算の中に既存の事業として入れておかはったらそれでえ

えだけの話で、違和感がありますやん。私ども、これ、いろいろ指摘を、これまでも総

務の委員会とかいろんなところで指摘した内容の経営基盤、経営改善の部分やから、

「がんばる」のやつやから、こんなもの何で今さらこんなところに出てくるのかなとい

う話になるから、やっぱりこの辺は注意して予算上、整理をしておいてほしいなと思い

ます。 

  次に、お茶の京都の１４ページですけれども、これもそれぞれの事業を整理願いたい

んですけれども、それぞれごとの事業費はまた今度聞きますけれども、実際、事業主体

がどこにあるのか。全部補助でいこうと思うてはるのか、行政側がやろうとしているの

か、どこかにこれはやってもらうという主体がもう明らかなのかどうか。その辺を整理

しないと、観光の振興計画の中である程度具体化してこういう施策をやりましょうとい

うたときに、実際、予算出すときにこれはどこにやってもらうのかという話を整理して

おかないと、当てずっぽうで支援する事業だけぽんと出しましてんと８６０万、という

のじゃ即対応できませんので、やっぱりどこの事業主体になるんやと。他団体がやるん

やったら、要綱でその分の補助金はどれぐらいの補助率にするんかとかいうところを整

合を持たせておかんとぐあい悪いと。 

  先ほどのやつもそうなんですけれども、経営改善のやつやらも全部含めてやけれども、

補助率が３分の２とか２分の１を超える部分については、かなり政策的な意味合いを持
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つと思うので、２分の１よりも高率な補助金というのは。それは何でそうするのやとい

うようなことを整理して、議会やなんかでもきちっと答えられるようにしとかんと、単

に補助金をさばくのに、整理するのに、支出するのにしやすいようにしてあげただけで

あったら、これ、次の年も次の年も４カ年の総合戦略の中の前期の総合計画の部分をや

っていこうとしたら長続きしいひんですよ、これ。来年は交付金がなかったらもうやめ

まんねんというのやったら何のこっちゃという話になるんで、そこも整理しながら、き

ちっと宇治田原町としての加速化の交付金をいただいて事業実施していくんやと、４カ

年継続してやるんやということをしっかりと認識しとかんとぐあい悪いなと思うんです

けれども、その辺はどのように事業の主体とか補助率について考えておられるのか、見

解だけ聞いておきたいと思います。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 今回ここに上げさせていただきました

８６０万円の分につきましては、町のほうでさせていただく予定です。 

  一番下のお茶の京都ＤＭＯ設立といいますのは、これは近隣市町村と一緒にお茶の京

都を実現していくために団体をつくる負担金となっていますので、この部分につきまし

ては、ほかの市町村と一緒に、京都府さんとも力を合わせてやる部分になっております。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） その１つ上の駐車場の整備なんかは、もう、町が全てやるというふ

うにしたというふうに理解してよろしいでしょうか。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） そのとおりです。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） そのときに先ほども内田委員のほうから出ていたですけれども、宗

円さんと駐車場なり、その湯屋谷の会館のあたり等をつなぐ部分について、しっかりと

観光振興計画の中にもうたわれているんですけれども、その考え方を整理しておかない

と、それはバスターミナルも含めてそこでおりられた方をそこまで誘導していく動線を

どういうふうに形づくるかという話、先ほどみたいに、タクシーが上まで行きよるとか、

車で上まで行きよるのやったら混雑してしょうがないですよ。そしたら、それは歩行の

部分として行かすのかとか、自転車道をつくるのかとか、いろいろな考え方があります

よ。その辺を整理して今かかっておかないと、この駐車場だけの問題じゃなくて、ここ

にバスのバースもつくりますよとかいうことになれば、そこから歩いてどこまで連れて
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いくのかという話、宗円さんの周辺にパーキングもつくるのかという話になりますので、

どっちにするのかということをきちっと方向性をして、ハード面の整備の第一歩を踏み

出すというのは大事なことなんで、そこがぶれるとその時々のことで行政がまたあたふ

たとせんならんということになるんで、その辺は今はどういう考え方に立ってはるんで

すか。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 地元の区や関係者の方と、湯屋谷の関係

者の方と町と一緒になって話をしているところです。その中で、会館近くに一回、車を

とめていただいて、そこから歩いて行って見てもらうと、その道のりも楽しんでいただ

くという方向で考えています。ただ、車を規制しているわけではございませんので、直

接タクシーで行かれる方も中にもおられるかと思います。そういったとこら辺の問題を

今後どうしていったらいいのかなというのは、また詰めていきたいなとは思っておりま

す。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） そこが、それで行かれる方を自家用で行かれる方もいらっしゃいま

すよ。それは、終点はどこで、そのエリアにどういうスペースがあるのやということを

整理しておかないと、規制はできませんのやというて、規制しやなしゃあないですやん、

それやったら。だから、行政側が主体的にここにかかわったら、人を誘導するときに、

規制も当然必要なことも生じますよ。 

  だから、そこの考え方を区と話したり、それぞれの観光の団体さんと話していくとい

うのが、町のコーディネートの役割やん。それは、そしたら、今度それはそんなこと規

制できませんよと言われたときに、そしたら上で混雑して渋滞したり、いろんなことが

あったり、事故が起きたりすると、それはどこが責任持つねんいう話になるやん。だか

ら、今言うたように、バスターミナルをつくったり、それぞれの車のパーキングをつく

ったら、それはどういう目的でそこを整理していくんやというのを全体の流れの中でし

とかんとぐあい悪い。 

  もう一つは、この前、１２月に補正した構想の問題も含めて、ほぼまとまりつつある

という、３月末やから、あれ１２月補正でやったけれども、あれ何ぼ金つけたんかな、

３４０万円やな、それで湯屋谷のその部分の構想を整理するということやから、それの

今言うてるパーキングもその第一陣として出ていきよるのやから、だから、その構想も

ある程度頭に入れながら、そのときにきちっと地元の区なりそういう団体さんとも調整
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しとかなぐあい悪い。それがまたまた変更になって、芋づる式にいろんなことが出てく

るというようなことになると、何しているのかという話です。この予算は何やってん、

３４０万円は何やってんという話になるからね。だから、それやったら、このソフト面

も含めてこっちの８６０万円、こっちは１０分の１０や、これ、２分の１や、前の

３４０万円、１７０万円単費出しているのやんか。だから、これでやっといたほうが

１０分の１０でええんやという、まだ考えがまとまってへんからそういうこともあるか

らね。 

  だから、うまい話にぽっと飛び乗るというのはわからんことないけれども、慎重にき

ちっと考えて道筋をつけやんと、お茶の京都の部分も、行政側がきちっと整理した中で、

地域と団体さんと話しやんならんと思うんやけれども、その辺はどうなんですか。この

構想についてはどの辺までいっているんですか。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 構想につきましては、ワークショップも

開催させておりまして、今、内部で整理しているところです。その整理できましたもの

を３月中に納品はしていただくんですけれども、それの報告会を後日考えております。

これは、ものはできるんですけれども、報告してその区の方たちの気持ちを高めていく

というような意味もありますので、予算、町の事業としては３月いっぱいには片づきま

すけれども、引き続きそれを利用して、報告会等まで、４月の当初に考えておりますの

で、そういう状況です。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） やっぱり１２月補正でやったやつは繰り越しをせずに３月までにや

りたいということですね。これ、繰り越しが前提になっとるんやったらぐあい悪いと違

うかという話をしといたんで。だから、やっぱりその辺も含めてワーキングをやって、

基本的にあと２０日しかないのやから、整理をきちっとして、地域ともきちっとした話

をしながら、４月になったら、その結論については所管の委員会等にきちっと報告がで

きるようにしといてください。それは要望として言っておきます。 

  次のおもてなしの観光推進事業ですけれども、この一番下段に補助率を書いているん

ですね。これ、経費の２分の１以内で２００万円を限度として補助するというのは、お

もてなしの推進補助金の中で観光魅力創出に関する取り組みなんですけれども、こんな

補助金、今までなかったと思うんやけれども、２分の１で限度額２００万円、それが、

３６０万円の予算化してある。ただし、営利性が低く、かつ新規性が認められる場合は、
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１０分の１０以内で２０万円を限度として補助する。これも先ほどの話やけれども、

１０分の１０の交付金がなかったら、来年以降はどうするのやという話や、これ。その

辺をちゃんと視野に入れて、継続性のある４カ年でどういうようなものをつくり上げる

のやということやったら、これ、ほんまに来年、交付金がなかったらもうやめてしまう

のかとか。この２００万円の２分の１の２００万円と、１０分の１０の２０万円という

のは大きく補助率が違うから、営利性がないものやったら、それはもう補助したらなし

ゃあないさけ、１０分の１０以内でという、わからんことないけれども、もっとほかの

補助率の方法はある。２分の１以上の部分は、よっぽどよう考えとかんと補助率の設定

の仕方としては危ないと思うんで。この辺については何でこういう、２分の１の

２００万円というのと１０分の１０の２０万円というのは、どういうことからこういう

ものを導き出してきはったんです。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 委員が言われますように、基本的には

２分の１の補助金が適切だと考えています。ただ、町の観光を進めていく上でいろんな

団体がございまして、その方たちが進めていく上で、１０万円、２０万円といった金額

は町がもう出して進めていく、町もそれによって主導権を持って口も出せていただきま

して進めていきたいという思いもございまして、させていただいている次第です。 

  これはお茶の京都と、うちの観光振興計画を円滑に進めていくために必要だと考えて、

させていただいているところです。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） いや、それ、そしたら、この２分の１以内の２００万円限度という

のがもう２件あったら、この予算飛んでしまうんやで。それは予算の限度額やさかいに

もう受け付けまへんわとか、昔、宇治田原町でようやられていた予算の範囲内、限度額、

予算措置の範囲内とするとかいうて書いとったけれども、補助要綱やらに。そんなあほ

な話あらへんからね。これ、３件来はったかて４件来はったかて、いい事業やったらこ

れ渡さんならんことになるんで、補正でもしてやろうかと。そしたら、そのときには、

１０分の１０の交付金があらへんから、単費で渡すのやで。来年以降もそうや。 

  だから、そういうようなことが継続性があるのかという、事業の本質からしてそこの

ところもよう考えてやらんと、ある程度そういうヒアリングをする中で、観光振興計画

の部分として、おもてなしのそういう考え方をしてくれはるやつについてどうなんかと

いうことをきちっと見通しをもってやっとかんと、ある程度そういう振興計画のいろい
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ろ専門部会やらの声を吸い上げながら、見通しがあるのやったらええわ。そやけど、当

てずっぽうでぽんと２００万円の２分の１みたい出しといたら、これ、何ぼでも申請し

てきよって、物になるかならへんかは審査したらええけれども、これ、４年間継続でき

ますか。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 古民家とか、民泊とか、そういう部分に

ついてこの２００万円上限の分は考えておりまして、それがたくさん出てきたらうれし

いことではあるんですけれども、現実のところ、そこまでは出てこないと考えておりま

す。そういった意味も含めまして、予算を限度として２００万円という形で計上させて

いただきました。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） これについては、補正予算しとかはって、実際、事業執行の段階で

どういうこっちゃというのは、所管の委員会でももっと意見言うて、具体的な内容に掘

り下げていきたいと思うけれども、この補助要綱をつくられるときに、これが表に出て

いきよるんやから、この趣旨に沿って、ここの内容に沿って補助要綱をつくらなしゃあ

ないねけれども、やっぱり綿密に練り上げた補助要綱にしようと思ったら、これは余り

にも乱暴と違うかなと思いますけれども、これは後々にまた意見を言わせてもらいます。 

  次に、くつわ池ですけれども、これは私、何回も一般質問でやらせていただいて、町

と郷之口生森のハードもんについては、２分の１折半ルールがあって、それを取っ払っ

ていただいて、これからは根幹的な施設、ハードもんについては、町が責任を持ってや

りますよということを言明してもうたわけですね。 

  なおかつ、将来の中長期的な施設整備については、郷之口生森ときちっと町当局で話

していただきながらすり合わせをして、中長期的な計画を、どこをどういうふうになぶ

るとか、バンガローはどうするのやとか、園庭はどうするのやとか、テニスコートどう

するのかとかを含めて、先ほど池の話も出ましたですけれども、そういうようなことを

きちっと協議してくださいよと、１年間かかってというて、あれから１年たったんです

よ。そしたら、その１年間協議して、中長期計画に基づいて町と生森が合意した内容に

沿って、その中から今回の加速化交付金を受けてやった申請した事業やと。私は当然、

そう思うわね、そういう答弁もろうていますのやから。 

  郷之口生森とそういう中長期的な施設整備計画を策定するに当たって、今まで、この

前の３月定例会、去年の３月定例会以降、何回協議されましたか。 
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○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 委員ご指摘のとおり、昨年の３月の一般

質問のほうで観光振興計画の協議を検討してまいりますと、並びに、並行して郷之口生

産森林組合と検討してまいりますと、確かに回答させていただいております。 

  観光振興計画でも末山・くつわ池公園は本町の大切な観光資源であるという位置づけ

もしております。ただ、具体策がまだ出ていない状況です。現在も引き続き…… 

○委員（稲石義一） そんな話聞いていないんや。何回協議したか聞いているんや。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 折を見ながら、生産森林組合長の潮見組

合長さんと協議もしておりますし。 

○委員長（原田周一） 去年１年間、何回ぐらい、この１年でやられたかという質問なん

です。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） ４回協議させていただいております。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） ４回協議して、中長期計画を策定しますと言わはったんやから、そ

の中長期計画が策定されたんか、されてへんのか。具体的なくつわ池の公園の中にある

それぞれの施設ごとに、それは年次的にいつさわって、どれぐらいのボリュームをさわ

ってという中長期計画を立てるということやったんで、それについてどのような計画に

今なっておるのか。 

  その中から、今回、トレーラーのハウスとかそういうようなもんが出てきましたんや

というんやったら、わからんことないわ。降って湧いたように、こんなもんしますねん

ということやったら、私らが一般質問で整理してきた内容と逸脱したようなことやった

ら、何ぼ一般質問やったかて一緒やんか。当局が今後はそうしますと答えたかて、何も

そのとおりにやってくれへんのやから。そのとおりやって、そのことが事業として具体

的に表にあらわれていって、今回は活性化、加速化の交付金に該当するんで申請させて

もらいましてん、これ一番ええ方法のために言うとるんやん。それやったら、宇治田原

町が今まで２分の１、向こうからもろうていた、これも生森から分担金みたいな形でも

ろうていたやつが、１０分の１０の交付金でできるんやから、これにこしたことあらへ

ん。観光の振興計画の中でも、くつわ池自然公園というのは物すごい重要な施設やとい

う位置づけされたんやから。 

  理事者、これ、こういうようなもんに補正予算出していくときに、私ら、一般質問で

町長なり、その担当課が答えたやつについて、どないなったんのやということを聞いて、
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その中からこうやでというようなことがないと、ほんまに議会との信頼関係がなくなっ

ていきますよ、これ。この辺、町長、どう思ってはりますか。郷之口生森と観光振興の

部分と、どう整理して、今どういう段階に来て、そのうちのどれが予算化されているの

かというのを整理しとかないと、またぞろ交付金がもらえるさかいにやっただけやとい

うことになりますので、計画的な行政としては皆無やというふうになってしまいますの

で、いかがですか。 

○委員長（原田周一） 町長。 

○町長（西谷信夫） 昨年の３月議会に稲石副議長からもこのご質問をいただいておりま

して、そういった中で観光振興計画、それの部分と並行して専門部会で、また指定管理

者である生産森林組合、郷之口の生産森林組合と協議をしてまいるというふうなご答弁

をさせていただいておるところでございます。 

  そうした中で、施設の中でトイレ等とか、道路の舗装とか、いろいろと細かいことに

ついては担当課と協議をしていただいておるところでございます。そういった中で、今、

組合長さんとかは小まめには情報は提供はしておるわけでございますけれども、今、具

体的にこういう個別の計画が策定できているかといいますと、今のところまだそこまで

には至っておりませんけれども、本町におきましては、やっぱりくつわ池自然公園とい

うのは大変大きな集客力があり、また観光地になるというふうには認識しておりまして、

今後、それにさらに加速するように進めてまいりたいというふうに思っております。以

上でございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） その辺、担当課と他の団体さん、ここでいえば郷之口生森ですけれ

ども、きちっと具体的な内容について詰めていただいて、それに沿って町がハード整備

をしていくと、こういうことが望ましい姿でございますので、またよろしくお願いした

いと思います。 

  次に、１７ページの古寺のやつですけれども、これ、２５０万円予算化されています

けれども、これは木津川と京田辺市と笠置ということでなりますと、１，０００万円の

事業費をそれぞれで分担したという理解でよろしいんでしょうか。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） そのとおりです。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） それは、山城の古寺の会でそういうふうにバスツアーなりのメニュ
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ーをきちっとプログラム化しようということだと思うんですけれども、それぞれの団体

さんが、あとの他の３自治体が今回の加速化交付金で連帯して申請してはるという事実

は確認してはるんですか。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） その４市町と協議のほうもさせていただ

いておりますし、それを府を通じて国のほうにも申請していただいておりますので、そ

れをもって確認とさせてもらっております。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） これをバスツアーの商品開発化するときに、その民間のセクターと

いうのはどことかかわってはるのかを聞きたい。４つの自治体だけでやっとってもあれ

なんで、どこか民間のそういうところと連携しながら、コンサルなり、そういう旅行会

社なり、そういうところとも連携してはるのかどうかお聞きしておきたいと思います。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 民間のといいますのは、バス会社のほう

とお話のほうをさせていただいております。それと、南山城古寺の会のほうと直接話の

ほうはさせていただいております。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） そのバス会社というのはどこですか。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 私のほうから直接話はさせていただいて

いないんですけれども、京都京阪バスだったと記憶しております。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） それはどこが話しておるんですか、そしたら。その話するときに、

どこかメーンの自治体があって、そこが事務局を担当しておって、節目節目にそこへ課

長とか参事やらが行くと、そういうシステムに山城の古寺の会がなっておるんか。それ

は、どこが中心に調整しておるんですか。 

○委員長（原田周一） 下岡参事。 

○産業振興課地域資源活用室参事（下岡寛史） 木津川市のほうが呼びかけられましたの

で、そちらのほうが中心になってやられております。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） 結構です。 
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  そしたら次に、繰り越し事業の調書がついているんで、そこをちょっと聞きたいと思

います。 

  １３カ月予算のその中で１６事業か、これは全部繰り越しやというのがわかっていま

すので、あとの３つですけれども、道路のところですね。道路の土木費ですか、そこに

３つが出てきよると思うんですけれども、その部分でいえば、宇治田原山手線の用地買

収費の４，１１６万円、これも用地取得の議案のときにも申し上げたんですけれども、

全て２９地権者のやつはいけるんかと、３月末までに買収を終えるんかということなん

ですけれども、これでいけば４，０００万円ほどは残るということですが、これは今現

在の状況でどういうふうになっとるんでしょうか。 

○委員長（原田周一） 光嶋理事。 

○理事兼建設・環境課建設課長（光嶋 隆） 内容でございますが、未契約のまま、繰り

越しをいたしたい地権者の方が３名、既契約の状態で繰り越したい地権者の方の分が

１名、１件ございます。 

  未契約になっております状況でございますが、これは境界の立ち会いの関係でいろい

ろご事情がございまして、最終的にそこの部分で事業が予定どおり進んでおらないとい

うことで、その関係で３名の方が未契約と。 

  既契約のままの繰り越しという方については、契約が登記の完了日が年度内に完了い

たしませんものですから、そのような繰り越しという措置をさせていただきたいという

ふうに考えておるところでございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） そのときも、財産の取得のときも言うていましたけれども、それで

繰り越して、金額とか筆数とかいろいろな面積とかも含めて変更がなければ、一遍取っ

ておけばそれで２７年度に取ったやつはそうやと。今のところ変更がないという予定で

よろしいんでしょうか。 

○委員長（原田周一） 光嶋理事。 

○理事兼建設・環境課建設課長（光嶋 隆） 副議長ご指摘いただいたとおりでございま

す。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） その次に、町道の新設改良事業の１，５００万円繰り越しというこ

とで、５－４号線の道路拡幅改良工事ですけれども、これはもともと予算のそのまま全

額が繰り越しということで、一部着工したとか、それは一切ないんですね。どうなんで
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すか。 

○委員長（原田周一） 光嶋理事。 

○理事兼建設・環境課建設課長（光嶋 隆） 当初予定といたしまして、２７年度で着手

完了ということで予算計上したものでございます。着手のほうが想定しておりました時

期よりおくれましたものですから、今現在、着手はいたしておりますけれども、仕上が

りが年度内には入り切らないということで、その分、期間として延ばしていただきたい

ということで、拡幅改良工事として繰り越しさせていただきたいというものでございま

す。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） 着手しているというのは、用地と工事。用地買収は、これはなかっ

たんかな。それで、工事はもう発注はかけたけれどもということでよろしいんでしょう

か。 

○委員長（原田周一） 光嶋理事。 

○理事兼建設・環境課建設課長（光嶋 隆） 発注もかけておりますし、もう一部着手の

ほうにも入っております。ただ、全体の工期として半年近くかかるものですから、それ

が年度当初早々に着手できておれば問題はなかったんでございますけれども、どうして

も着手した時期がかなり年度の後半になったものですから、その分、期間として足りな

くなったということでございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） そしたらもう、入札はかけてあるんやけれども、その明許を打って、

その後の工期を向こうへ持っていくという手続が残っておると、そういうことでよろし

いですか。 

○委員長（原田周一） 光嶋理事。 

○理事兼建設・環境課建設課長（光嶋 隆） ご指摘のとおりでございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） 以上です。 

○委員長（原田周一） 以上で。 

  そのほか質問ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ないようでございますので、議案第１号につきましては終了いた

します。 
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  次に、日程第２、議案第２２号について、質疑のある方は挙手願います。安本委員。 

○委員（安本 修） 先ほど説明の中では、人事院勧告並びに報酬審議会の報告、答申と

いうことで値上げ、引き上げるんだということでしたけれども、今の情勢からいうたら、

やはりこれは引き上げるべきではないと思うんですけれども、その辺どういうふうにお

考えでしょうか。 

○委員長（原田周一） 山下理事。 

○理事兼総務課長（山下康之） ただいまの安本委員のご質問でございますが、人事院勧

告も本年の１月に公布、また同日に、１月２６日に施行されたということで、近隣の町

村の状況も見ていますと、同様に改定案を提案されているようでございまして、先ほど

も申し上げましたけれども、報酬審等の中での意見具申ということも賜っておりますの

で、今回、現行の３．１月を改正後の３．１５にお願いをしていくということが基本だ

というように考えております。以上でございます。 

○委員長（原田周一） よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ないようでございますので、議案第２２号につきましては終了い

たします。 

  次に、日程第３、議案第２３号について、質疑のある方は挙手をお願いします。ござ

いませんか。稲石委員。 

○委員（稲石義一） 第２３号で順番にいきますね。 

  先ほどの人勧の部分が２つ入っていまして、一般職の方々と特別職の方々が入ってい

ます。先ほどの議員の部分もあるんですけれども、人事院勧告に準じて、これまでも準

拠する形で改正がされて、マイナスのときもそうですし、プラスのときもそうで、積み

上がってきたものが３．１になったり、職員さんでいえば４．１になったりしてきてい

るわけですね。それと、違うような引き上げとか引き下げはなかったわけですから、こ

れはそのような形の一定のルールを確立しておけば、それに準じたほうが一番いいわけ

ですね。それが、人事院勧告の趣旨としては、民間の給与実態のかなり数多くの調査を

しながら、それに基づいてやられるんですから、それが全国の民間企業の実態と公務員

の給与が整合を図れるということですので、そのような形で一般職員の方もそうですし、

特別職の方もそうですし、議員もそやという部分で、私はそれでいいのではないかなと

いうふうに思います。 
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  それ以外のところが、４月１日以降にこういうふうにしたいというのが今般出ている

わけですけれども、職員の昇給、結構高い方々の部分については、１月１日に昇給する

のを４号給上げるところを、今のところは５級以上は３号でとどめていたと、１つ上が

らんようにしたあるわけね。まるっこ、昔の１号給というように上がらないようにして、

４つ刻みのうちの３つしかということですから、ちょっと抑制をかけているわけですね。

それを今回はもとに戻しますということなんですけれども、これはもう国の基準に合わ

せた形でやるということでよろしいんでしょうか。 

○委員長（原田周一） 山下理事。 

○理事兼総務課長（山下康之） ただいまの副議長のご質問でございますが、国のほうに

ついては、まだ昇給抑制、４号給を３号給に、いわゆる１つの形で進めているんですけ

れども、近隣の町村ではもう既に実施されているところや、あるいはまた、もう既にこ

の抑制については初めから取り入れていないという市町村もございます。 

  そういった中で、平成１８年４月から実施してまいりましたが、先ほども申し上げま

したが、そういう逆転現象が起こってくるということも考えまして、今回改正のほうを

お願いをしていきたいというふうに思っております。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） 国はまだまだ続けますけれども、近隣市町で実際、１８年度の抜本

的な給与構造の改革のときにやらなかったとこもありますよ。中にはやったけれども、

もう戻していますよというところもある。今では１から６までの給与しかないところと

かであれば、下の４級までのとこが、４つずつずっとやってきて、もう１０年ほどたっ

たら、その１つ分が上の人を追い抜くとかいうようなことが出てきよるんやというふう

に思うんで、まあ近隣の状況を見ながらやっていただいたらいいのかなと思ったりしま

す。 

  近隣でいえば、私、いつも思うています、給与でいえばラスパイレス指数で、町でい

えば、大山崎と精華町と久御山町、この次の４番目ですわね、宇治田原町は。その上

３つはどうなっているんですか。 

○委員長（原田周一） 山下理事。 

○理事兼総務課長（山下康之） ただいまのご質問でございますが、ちょっと近隣で資料

を持っている中でいきますと、久御山町があれなんですけれども、久御山も実施してい

ないというとこでございまして、ほかの隣の町のほうでは、今、副議長おっしゃったよ

うに、４つ上がるのと２つ上がるのとかなり差が出てきまして、もう平成２７年にさか
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のぼって戻していきたいというようなことで、今回、議会のほうにもお願いするという

のも聞いておりまして、今回、本町をはじめ宇治市、また京田辺市、ここも同様の対応

をしていくというように聞いておるところでございます。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） 今までは低い市、町に合わせた形でやってきたけれども、これから

は、ラスの関係からすれば上位３つに追いつけ追い越せでやっていただいたら結構なん

ですけれども、仕事の内容もそれに見合ったように、その３つに行政レベルも合わせて

いただきたいなというのが私の願いでございますので、その辺の状況を十分反映させな

がらやっていただいたら結構かと思います。 

  次に、役職加算率の比較ということで、ここに５ページの参考資料をもらっています

けれども、これでいけば国は、４級は、困難の係長が４級で１０、１００分の１０です

よとか、加算が。うちは係長で１００分の５ですよと、これを１００分の７にしたいで

す。近隣からいうたら、大山崎町とか久御山町やらがあって、大山崎町は７にしていま

す。市レベルではもう尐し高いところがありますと、こういうことです。 

  もう一つようわからんのですけれども、国の４級は困難係長になっとるやつですね。

もともと私からすれば、その４級に国の困難係長というたら、国の本省の役人が４級で

困難係長の人を４級に充てとるのを、普通の係長を地方の団体が同じ格付をしとくとい

うのがそもそも間違うているの違うかと、もっと下に位置づけせんならんと違うかと思

ったりするんです。 

  ３級は、国でいえば、３級の給与表は係長ですよ。国で言えば、本省の係長ですよ。

町でいえば主任になっとる。主任は係長になる前の人でしょう。それと３級で同等とい

うのが、そもそもそこがおかしいんと違うかと思うとるわけですよ。ほんで、それでい

うたら普通の係長の場合１００分の５やから、国でいうたら普通の係長、本省の係長が

１００分の５やから、うちの係長も１００分の５でええのか、国の本省の係長が

１００分の５やさかい、地方の自治体の係長はそれより下でええのかとか、なしでええ

のかとか、こういう議論をせんならんですよ、これ、もともとは。 

  それで、そんなこと言うていても、もうこれで条例で７に上げたいという当局の、そ

のときに、職務の責任の大きさとか重さとかが、今度の部長制度によって、部長やらは

やっぱり確かに上がりますよ。それについていく課長さんもそうですよね。うちの場合

は課長と部長が同じ６級にいはる、僕はもうそもそもそれが間違うているん違うかなと

思うとるわけですよ。部長と課長が同じ級にいるなんか、課長補佐がここで見たら５級
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に単独でいはるわけですよ。そんなところ、本当あらへんですよ。だから、７をつくる

のか、５に課長を入れて落として、課長補佐を下に落とすか、何か考えないと、やっぱ

り抜本的な給与の構造の部分でいえば、これはおかしいん違うかと。 

  今回、部制をひくに当たって、抜本的に考えるのはそこだけじゃなくて、もっと上の

ところも含めて考えやなやったんやけれども、これ、小手先で１００分の７に係長を上

げたいと。それでは、部制をひいて係長の責任は重くなるのかと、こうなりますね。私

らからいうたら、こうやって議会に来てもろうているのも課長までか、参事のクラスが

出てもろうていますね。それより下は来たらへんわけやから、いろいろな答弁書を書い

たり、いろいろなもので議会対応なんかも含めて苦労願っているのはそこより上やなと。

それで、部制になったら、そんな人に、係長さんにそんなことさせてくれはるのかと、

そうやって人材育成を図っていってという意味やったらわからんことないけれども、そ

んな部制ひいて重たくなるのは、部長さんとか課長さんやろうと思う。この係長さんは、

１００分の５のままでええんと違うかなと思うけれども、何かこれ理由あるのか。 

  近隣市町を見たかて、久御山町やらそれで１００分の５やし、大山崎町も１００分の

５から７までの区分になっとるんで、その辺は何か理由があるのかと、今回の組織機構

見直しの中で係長さんの責任が重たくなるんやというんかどうかというのだけは、ちょ

っと聞いておきたいと思います。 

○委員長（原田周一） 山下理事。 

○理事兼総務課長（山下康之） ただいまの副議長のご質問でございますが、この係長に

ついては、やはり管理監督者からも含めた中で、今回、組織改正の中で当然、部長職が

できますので、部長には大役な業務があるわけでございますけれども、先ほどもご指摘

がありましたように、本町も給料表は６級までしかございませんが、国のほうでは

１０級まであり、先ほどから近隣の市町村の中で追い越せ追いつけというところは７級

までされているということで、この６級から次の７級への問題については、今後の大き

な検討課題というふうには認識しておりますが、今回、国のこういった状況と近隣の状

況等を見て、やはり重要なポストは部長、それから当然、課長また課長補佐についても、

議会対応はもちろんのことでございますが、係長にも主任と違う中での責任というのを

十分にしっかり持っていただきながら勤務に臨んでいただきたいと、このような思いで

ございます。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） もう一つはっきりした答弁をされなかったので、係長さんが新年度
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になったら何か責任とかその辺のやつが重くなって、重要な役割を果たされるんで

１００分の７にしてあげるんやと、その理由が部制ひいたら、一番責任が重くなるのは

部長さんで、その次が課長さんやというふうに私は思うんやけれども、その２つを抜い

て係長さんのボーナスの上乗せ相当額の部分を１００分の７にせんならん理由はほんま

にあるのかいなと。これ何か、ほんまに理由、何かあるんですか。 

○委員長（原田周一） 山下理事。 

○理事兼総務課長（山下康之） 副議長のご質問でございますが、当然おっしゃったよう

な部長の職責というのは、もうこれは重々わかっているわけでございまして、要は主任

の位置づけと係長の位置づけをはっきりしていきたいなというのがまずもっての思いと、

当然、部長からの組織になりますから、係長もしっかりとした業務に当たってもらえる

ように、ここで主任とのめり張りをつけて考えていきたいということでお願いをしてい

きたいというふうに思っております。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 稲石委員。 

○委員（稲石義一） それ、下からいくとそうなるんやね。下からいくと主任にもう既に

１００分の５を渡しているから、主任さんの１００分の５と係長さんはどうやねんとい

うたら、それは係長が責任の度合いからいうたら、そんなん主任さんと係長さんという

たら全然違うわけですよ。係を束ねはる人とその部下の人と、ボーナスの割り増しが一

緒やったらおかしい。そやけど、主任に渡すか渡さへんかを先に議論しといて、もうそ

れはそう決めてあるからというふうになると、それはそうなるわな。 

  その辺も含めて、今後ですけれども、給与とかの検討委員会のほうで内部的な組織で、

先ほどの１級から６級までの中の分類、先ほどあった職務分類表の中でどこに位置づけ

るのがええのかというのを整理されないと、やっぱり国の３級、係長さんのところに主

任がいるというのはちょっとぐあい悪いん違うかなと、その責任の度合いからいうたら。

小さければ小さいほど、そこのしわ寄せは下のほうにやっておかんと、それこそ責任の

度合いが大きくなるところのほうをいびつにしておくことになるんで、下が大事か上が

大事かという話やけれども、それも含めて給与のそういう検討の委員会で一回整理され

たほうがいいと思いますね、これ。 

  私は、６級のそれぞれのところは違いますけれども、６級のところに部長さんと課長

さんが一緒の級にいるというのは、これは著しく不整合と違うかいなと思うていますの

で、その辺も含めて見直しを図っていただいたらというふうに思いますので、これは要

望しておきます。以上で終わります。 
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○委員長（原田周一） ほかにございませんか。今西委員。 

○委員（今西久美子） 特別職の給与に関する条例なんですが、影響額が１２万

８，０００円ということになっております。３人ですよね。特に、町長は基本給が非常

に職員さん等に比べて高額ですので、影響額ということになると大きいのかなというふ

うに思うんですが、先ほどから町の財政状況もちょっと質疑ございました。 

  稲石委員は楽やったんと違うかというお話もありましたけれども、財政担当のほうは、

結果としては何とか回っていると、回れたと、厳しいと、実質の単年度収支は赤やった

と、楽ではないというようなお話もあった中で、特別職についても、人勧の決定や報酬

審の答申等々もあったとはいえ、こういう形で町長の提案があったということについて、

その辺、町の財政のことも勘案をしてどのようにお感じか、町長にお聞きしたいと思い

ます。 

○委員長（原田周一） 西谷町長。 

○町長（西谷信夫） 今西委員のご質問ですけれども、影響額といたしまして、町長で

５万円、副町長、教育長で３万８，０００円というふうな状況でございます。町の財政

とどういう感覚を持っているのやと、まあ厳しいのは厳しいというのは、今後の将来も

見据えてのお話でございまして、そういった中で、職員がいろんな国なり府なりの制度

も活用しながら頑張ってきた結果がそういう形で今出ていると思います。自分のことを

自分で言うのはなかなか言いにくいところもございますけれども、それに見合った形で

今後しっかりと仕事に専念してまいるというふうに思っております。以上でございます。 

○委員長（原田周一） よろしいですか。今西委員。 

○委員（今西久美子） 自分のことを自分で言うのはというのはありましたけれども、町

長が提案されていることなので、その辺はちょっと自分のことは自分でしっかりと見て

いただきたいなというふうに思うんですが。 

  今後、今もおっしゃいました大型プロジェクトもめじろ押しやと、課題も山積してい

ると、そういう状況の中で、やはりこれはできれば引き上げずにいってほしかったなと

いうふうに思っております。以上です。 

○委員長（原田周一） ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ないようでございますので、議案第２３号につきましては終了い

たします。 

  次に、日程第４、議案第５号、平成２７年度宇治田原町公共下水道事業特別会計補正
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予算（第２号）を議題といたします。 

  まず、当局より説明を求めます。町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、議案第５号につきましてご説明を申し上げます。 

  議案第５号、平成２７年度宇治田原町公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）に

つきましては、各種事業の決算見込みに伴い補正するもので、補正額は２，７９３万

７，０００円を減額し、補正後の予算総額を７億７，８９７万８，０００円とするもの

でございます。 

  まず、第１表歳入歳出予算補正につきましては、歳入では、分担金及び負担金

３３４万円、使用料及び手数料１３４万３，０００円、繰越金６２７万６，０００円な

どを減額するとともに、繰入金１，７４６万５，０００円、町債２，３４０万円を減額

し、歳出では、総務費６６９万６，０００円、公共下水道事業費１，２５５万円、浄化

槽整備推進事業費４４８万円、公債費４２１万１，０００円をそれぞれ減額しておりま

す。 

  次に、第２表地方債補正につきましては、公共下水道事業債などについて、事業費の

決算見込みから起債対象額が減額したため、既定の限度額を減額するものでございます。 

  以上、ご審議賜りまして、ご可決いただきますようお願いを申し上げます。以上でご

ざいます。 

○委員長（原田周一） 野田課長。 

○上下水道課長（野田泰生） それでは、主な補正内容につきまして、議案第５号資料、

横長表のほうでございますけれども、そちらのほうでご説明申し上げます。 

  今回の補正につきましては、事業費の決算見込み並びに確定により行っているもので

ございます。 

  １ページのまず歳入ですが、１番受益者負担金では、分割払いから一括払いへの納付

方法の変更等によりまして３４０万円、２番公共下水道使用料では、前年度決算額の

２．７％増が見込まれまして、１３４万３，０００円、４番繰越金６２７万

６，０００円、６番消費税３３７万７，０００円は、確定によりそれぞれ追加しており

ますが、後で説明させていただきます管渠建設事業費と浄化槽建設事業費の減額に伴い

まして、その財源となっている７番公共下水道事業債１，９９０万円、８番浄化槽整備

推進事業債３５０万円を、そして財源調整によりまして、３番一般会計繰入金

１，７４６万５，０００円をそれぞれ減額しております。 

  続きまして、歳出になりますが、２ページをよろしくお願いいたします。 
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  １番管渠等施設維持管理費３５９万９，０００円、２番処理場施設維持管理費

１６３万６，０００円の減額につきましては、管理費、主には光熱水費、修繕料などの

減額に伴うものでございます。４番公共下水道管渠整備事業費では、交付金内示に基づ

く決算見込みによりまして１，２５５万円を、５番の浄化槽建設事業費では、当初５基

の浄化槽設置を見込んでおりましたが１基の設置にとどまりまして４４８万円を、それ

ぞれ減額しております。 

  今年度末の下水道の普及状況見込みのほうでございますけれども、２６年度末普及率

６２．５％から、２．５％アップで１７年度末６５％を見込むところでございます。町

管理の浄化槽につきましては、今年度は１基の設置でございましたが、２７年度末の管

理基数につきましては、寄附の浄化槽を含めまして８３基となっているような状況でご

ざいます。以上でございますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長（原田周一） 説明が終わりました。 

  質疑のある方は、ページ数などを明確に指定し、簡潔に質問をお願いいたします。質

疑のある方は挙手を願います。ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ないようでございますので、議案第５号につきましては終了いた

します。 

  次に、日程第５、議案第６号、平成２７年度宇治田原町水道事業会計補正予算（第

２号）を議題といたします。 

  まず、当局より説明を求めます。町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、議案第６号につきましてご説明を申し上げます。 

  議案第６号、平成２７年度宇治田原町水道事業会計補正予算（第２号）につきまして

は、決算見込みに伴い補正するものでございます。 

  まず、収益的収入及び支出につきましては、水道事業収益で４６６万８，０００円を

減額し、補正後の予算総額を３億１２２万３，０００円に、水道事業費用で８９１万

６，０００円を減額し、補正後の予算総額を２億８，５１５万２，０００円とするもの

でございます。 

  水道事業収益では、営業外収益で他会計負担金２３万６，０００円及び消費税還付金

４４３万２，０００円を減額しております。 

  水道事業費用では、営業費用で、原水及び浄水費９０８万８，０００円、配水及び給

水費３５６万７，０００円、総係費４８４万円を減額するとともに、資産減耗費３９万
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９，０００円を追加し、営業外費用で消費税８１８万円を追加しております。 

  次に、資本的収入及び支出につきましては、資本的収入で３１５万円を減額し、補正

後の予算総額を３，５６４万１，０００円に、資本的支出では１，９４６万

４，０００円を減額し、補正後の予算総額を２億５，８１１万２，０００円とするもの

でございます。 

  資本的収入では、企業債２７０万円などを減額しております。 

  資本的支出では、建設改良費で、配水設備改良費７８９万４，０００円、拡張事業費

１，１７９万円の減額などをしております。 

  以上、よろしくご審議賜り、ご可決いただきますようお願いを申し上げます。以上で

ございます。 

○委員長（原田周一） 野田課長。 

○上下水道課長（野田泰生） それでは、主な補正内容につきまして、議案第６号資料、

横長の表でございますけれども、こちらのほうで説明を申し上げます。 

  まず最初に、大変申しわけございませんが、議案資料、横長表のほうでございますけ

れども、数値で記載の誤りがございまして、６号資料の２ページ目のところ、歳出でご

ざいます。歳出の７番くつわ池送水管新設事業の下段の数字でございますけれども、補

正後額８０７万４，０００円となっておりますが、掲載間違いをしておりまして、これ

を７０７万４，０００円に訂正をお願いいたします。予算額のところと同じく、あわせ

まして右端列、一般財源のところも同じように訂正のほう、７０７万４，０００円のほ

うでよろしくお願いいたします。以後、同じ間違いのないように注意していきますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

  それでは、資料のほう、１ページのほうに戻っていただきまして、まず歳入のほうで

ございます。 

  １番消費税還付金では当初は消費税の還付があるものと計上しておりましたが、事業

の繰り越しによりまして仕入れ消費税が減尐いたしまして、還付見込みから納付見込み

へとなったことから、４４３万２，０００円全額を減額しております。また、２番企業

債につきましては、奥山田浄水場の改良事業で借り入れを予定しておりましたが、他事

業を繰り越したことから、自己資金を改良事業に充てていることとしておりまして、

２７０万円減額を減額しております。 

  続きまして、歳出になりますが、２ページをお願いいたします。決算見込みによりま

して減額しておりますのが、１番原水及び浄水施設管理費９０８万８，０００円、２番
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配水及び給水施設管理費３５６万７，０００円で、これは管理費、主に動力費、修繕費

等の減額に伴うものでございます。 

  ３番一般管理費では、料金システムのカスタマイズの改良を予定しておりましたが、

費用が発生しない別の改良で対応することができましたので、カスタマイズ費用などで

４９８万９，０００円を、５番配水管移設等事業費では、道路事業等で配水管の移設が

必要となった場合に対応するための枠取り移設費用でございまして、不用額となりまし

た７８９万４，０００円を、６番川東取水井新設事業費では新水源築造工事の設計見直

しによりまして、設計費増額いたしまして、その予算を確保するため同事業の導水管敷

設工事から流用させていただきまして、導水管予算流用後の残額、導水管工事の残額で

ございます１，１８０万円を不用額といたしましてそれぞれ減額しております。なお、

導水管敷設工事費用につきましては、新年度予算にて再計上のほうをさせていただいて

おります。 

  次に、歳出で増額しておりますものが、４番消費税のほうでございますけれども、歳

入で申し上げましたが、消費税還付予定から納付見込みとなりましたことから、

８１８万円を、７番くつわ池送水管新設事業では、工事発注により１０７万

４，０００円をそれぞれ増額しております。 

  続いて、３ページの繰り越し事業をお願いいたします。 

  川東取水井新設事業費につきましては、新水源築造工事のほう、入札が不調となりま

して設計見直し等により時間を要しまして、関連工事と合わせまして１億１，４４０万

円を次年度へ繰り越しをするものでございます。なお、現在、築造工事の再度入札の公

告をしておりまして、今月下旪には再度入札を執行する予定でおります。 

  また、配水管移設替等事業費につきましては、湯屋谷地区の石綿管更新、また岩山隠

谷団地の配水管新設の設計業務費用、合わせまして８００万円でございまして、そちら

のほう、事務のおくれのほうから次年度へ繰り越しをお願いするものでございます。 

  補正予算書のほう、尐しお願いしたいんですけれども、補正予算書のまず１３ページ

のほうをよろしくお願いいたします。補正予算書の１３ページですが、こちら、損益計

算書であります。 

  ２号補正後の当年度純利益の見込みでございますが、下から２行目の数字でございま

す。約１，３００万円の黒字を見込んでいるところでございます。 

  次に、５ページをお願いいたします。 

  こちらのほうがキャッシュ・フロー計算書でありまして、年度末の現金残高の見込み
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のほうとなっておりますが、３列並んでいる数字の真ん中列でございます。真ん中列の

一番下の数字のところとなりまして、２７年度末の残高は約３億２，０００万円となる

見込みとなっております。 

  最後に、別途配付させていただきました資料のほうでございますけれども、表紙カラ

ー刷りのグラフが入っておりましたが、最後、こちらのほう、新料金体系の効果確認に

ついてということで、ちょっと資料のほうを用意させていただきました。 

  今年度の水道料金につきましては、今回補正はなく、当初予算計上額の収入を見込ん

でおりますが、ここで今年度に見直しました新料金体系の効果確認を行いましたので、

ご報告させていただきます。 

  資料の１枚目でございますけれども、今年度の６月収納分から完全に新料金体系での

収納となりましたので、６月から直近の２月収納分までのデータ、調定水量でございま

すけれども、この調定水量を旧の料金体系に当てはめまして再計算、試算を行いまして、

新料金体系の収入と旧料金体系での計算結果での比較を行いまして、その差し引きのほ

うを影響額として確認しております。 

  １番の影響額の表を見ていただきますと、１番のほうが影響額の表となっておりまし

て、２番ではそちらのほうをグラフ化しているものでございます。 

  １番の表で、口径ごとに新料金体系により料金が減となった額、左側の太線枠でござ

いまして、その件数と比率もその横にあわせて記載しております。また、新料金体系に

より料金が増となった額、中ほどの太枠でございまして、同様に件数と比率を記載して

おります。そして、減と増を差し引きしました差額、また実績の改定率を右側の太線枠

に記載しております。 

  ２６年度に提示させていただきました最終改定案、案と４としておりましたが、その

資料のほうでは口径２０ミリのみ、全体で減収となる見込みと考えておりまして、その

他の口径につきましては、全て増収と見込んでおりました。また、全口径での合計の改

定率はゼロ％を目指しておりました。 

  結果といたしまして、見ていただきますと、１番、表の右側の差額を見ていただきま

すと、見込みどおり、口径２０ミリでは大きく減収となりましたが、４０ミリのほうで

ございますけれども、わずかな減収となりました。また、全口径での実質改定率はマイ

ナスの０．０９％で、ゼロ％に近いマイナス側でありまして、値上げ改定とはなってお

らず、ほぼ見込んだとおりの料金体系と考えております。 

  次に、２枚目のほうをお願いいたします。 
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  ここでは、今年度と前年度の調定水量と件数の推移を口径ごとに行っております。新

料金体系となった今年度の６月分から２月分につきまして、前年度同期と比較しており

まして、１番の表、右側の比較増減を見ていただきますと、近年、水量は減尐傾向にあ

りますが、小口径の１３ミリ、２０ミリと大口径の５０ミリ、７５ミリで、水量のほう

は減尐しております。大口径の水量減につきましては、料金体系の見直しの影響ではな

く、企業の営業活動によるものと見込んでおります。しかし、小口径のほうにつきまし

ては、近年の傾向に加えまして、基本水量制を廃止した料金体系見直しによる影響、節

水が進んだとも考えられます。 

  本ページ２番の表からは、また、次の３枚目の次ページのグラフでございますが、こ

ちらにつきましては、口径１３ミリと２０ミリだけにつきまして、前年度からの水量等

の推移につきまして、使用水量段階ごとに件数がどう変動したか、詳しく集計したもの

でございます。 

  ２ページの２番の表、左側が１３ミリでございまして、２ページの右側の表が口径

２０ミリであります。その２番の表の数値だけでは特徴がわかりにくいため、それをグ

ラフ化したものが、次のページの３枚目のグラフとなっております。 

  グラフのほうを見ていただきますと、下のほうですけれども、こちらが口径２０ミリ

でございますけれども、グラフの特徴が顕著にあらわれております。グラフ中、左縦軸

の真ん中ゼロよりも上側のオレンジ棒グラフが今年度の水量段階別件数となっておりま

して、下段の青色の棒グラフが前年度の水量段階別件数となっております。そのＨ

２７とＨ２６の棒グラフにつきまして、差し引きした件数を赤色の折れ線グラフとして

おります。赤色丸印が右側縦軸のゼロより上にあれば、今年度の件数が多く、ゼロより

下にあれば、前年度が多かったということになります。この赤点の増減件数を左側のゼ

ロ㎥側から順次累計加算していきました件数を黒色点線の折れ線グラフであらわしまし

た。 

  この黒点線によりわかることでございますけれども、右上がりである水量段階は前年

度より件数が増加し、右下がりである水量段階は前年度より件数が減尐したことをあら

わしております。口径２０ミリでのグラフを見ていただきますと黒色点線は山型となっ

ておりまして、左側ゼロ㎥側の水量段階の件数が増加し、右側の１００㎥側の大きい水

量段階で減尐しておりますので、一概には言えませんが、全体的に料金体系見直しによ

る影響、効果とも逆には言えますが、節水が進んだものと考えております。口径１３ミ

リの黒色点線グラフのほうにつきましては、特徴がつかみにくいところでございますが、
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右側、１００㎥側で大きく右下がりとなっておりますので、大きく水量減となっている

ことがあらわれております。 

  全体を通しまして、基本水量制を廃止した料金体系の見直しによりまして、使用水量

の減尐、料金収入減につながっているところもありますが、今回検証する中では想定の

範囲内でありまして、今年度の決算見込みも黒字が見込まれておりまして、健全な水道

事業運営に取り組めていることから、現状では適正な新料金体系に見直しができたもの

と考えております。 

  最後の５番につきましては、ただいまの説明とさせていただきまして省略させていた

だきます。以上でございます。 

○委員長（原田周一） ただいま説明が終わりました。 

  質疑のある方は挙手を願います。ございませんか。今西委員。 

○委員（今西久美子） 今ご説明いただいた新料金体系の効果確認についてなんですが、

説明資料の１枚目の影響額ということで、旧料金体系と比べていただいたと。まあ約

７割の方が増になりますよと最初おっしゃっていまして、その予想どおりなのかなとい

うふうに思うんですが、これ、単純にちょっと計算したら、例えば１３ミリで増となっ

た額が９０万１，５９９円、件数が５，５２９件ということなので、単純に割ったら

１６３円ということになるんですけれども、これを９カ月で割ったら、大体１カ月当た

り平均そのぐらいが値上がりしたのかなというふうに思うんですが、ちょっと間違いな

いですかね。そういう計算でいいんですかね。 

○委員長（原田周一） 野田課長。 

○上下水道課長（野田泰生） 一律とはいきませんけれども、単純に増となった額を割る

ことの件数、これが１回当たりの平均増額となりますので、この１件といいますのが、

１請求分というイメージですので、２カ月分の利用料金、２カ月分に対して値上がった

と捉えられると考えております。以上でございます。 

○委員長（原田周一） よろしいですか。今西委員。 

○委員（今西久美子） そうか、わかりました。これ、奇数、９カ月分というのは、宇治

田原と田原とがあるからこうなるんですね。ということは、わかりました。結構です。 

○委員長（原田周一） ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ないようでございますので、第６号につきましては終了いたしま

す。 
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  ここで職員の入れかえのため、暫時休憩いたします。 

休  憩   午後３時２９分 

再  開   午後３時４０分 

○委員長（原田周一） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  日程第６、議案第１号、平成２７年度宇治田原町一般会計補正予算（第５号）を議題

といたします。 

  まず、当局より説明を求めます。小西理事。 

○理事兼企画・財政課財政課長（小西基成） それでは、一般会計３月補正予算（第

５号）のうち、文教厚生所管分につきましてのご説明を申し上げたいと思います。 

  横表とそれから主要事項調書のほうをごらんいただきたいと思います。 

  横表で申し上げますと、７行目の福祉課、年金生活者等支援臨時福祉給付金事業費で

ございます。主要事項調書の９ページでございます。 

  こちらのほうは、所得の尐ない高齢者等を対象に、年金生活者等支援臨時給付金の制

度が、国の２７年度補正で予算化されまして、２７年度の臨時福祉給付金の対象者のう

ち、２８年度中に６５歳以上となる者について対象者として３万円の給付額とされてお

ります。これで予算額にいたしまして３，１８７万２，０００円を計上いたしておりま

す。こちらのほうは特定財源で全額国庫でございます。 

  それから、８番目、福祉課、子ども・子育て支援新制度電子システム改修事業費とい

うことでございまして、主要事項でいいますと１０ページでございます。 

  こちらのほうは、国の多子・ひとり親世帯の保育料軽減の強化が制度改正される部分

につきまして、制度に係る電算システムの改修でございます。予算額は、これは電算シ

ステムの改修で２００万円の計上をいたしております。 

  それから、１ページおめくりいただきまして、２ページ目の１６番、主要事項調書で

いいますと１８ページでございます。 

  こちらのほうが「うじたわら学び塾」運営事業ということで、１５０万円の計上をい

たしております。こちらのほうは町内の教育環境の充実等を目指すために、英語学習室

とか漢字学習室、もしくは去年もやっておりましたが、夏の自習室に対する居場所づく

りなり、夏の夏季の学習課題や夏の宿題の支援等を教員ないしは町内在住の学生さん、

ないしはその他そういう指導者を入れてやっていこうというものでございます。予算に

して１５０万円の計上をいたしております。 

  それから、次に繰り越しでございますが、３ページをごらんください。 
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  こちらのほうは７行目と８行目に、先ほどの年金生活者等支援臨時福祉給付金事業、

それから子ども・子育ての支援新制度の電子システム改修事業費、これはもう全て繰り

越しの再掲でございます。 

  それから、４ページに進んでいただきまして、１９番目にある「うじたわら学び塾」

は、これは加速化交付金の一つとして、これも繰り越しをさせていただきたいと思って

おります。 

  あと、その後に主な増減ございますが、これは先ほどもございました。こちらのほう

は全体でごらんいただきたいと思います。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 説明が終わりました。 

  質疑のある方は、ページ数など明確に指定し、簡潔にお願いいたします。質疑のある

方は挙手をお願いします。垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） １点お聞きいたしますが、「うじたわら学び塾」の関係で、１８ペ

ージですね。これも早急に立ち上げるべきだと思うんですが、運営協議会の設置、町内

有識者５名ということであります。これはいつごろ立ち上げるんですか。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 「うじたわら学び塾」運営協議会の設置でございますけれども、

町内有識者等を踏まえまして５名の方々に運営協議会を設置していただきたいと思って

おります。これにつきましては、早期に立ち上げていきたいということを考えておりま

すので、事業が後退しないように、早い段階で立ち上げていきたいということを考えて

おります。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） 英語あるいはまた漢字、それから自習室、夏の関係も含めてやられ

るわけですが、これ、会場は、おのおのどこなんですか。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 学び塾の立ち上げに伴います３つの事業を予定させてもらって

おります。英語学習塾、また漢字の学習塾、そして夏の自習塾、３つでございますけれ

ども、３つに伴います事業につきましては、総合文化センターを拠点として開催してい

きたいと思っております。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） ３つともですか。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 
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○教育次長（谷村富啓） 塾については、３つとも総合文化センターを拠点として開催さ

せていただく予定をしております。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） 対象者は、例えば全児童・生徒が対象ですか。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 主要事項調書にも書いてございますとおり、学び塾につきまし

ては、英語学習塾につきましては、中学生を対象に夏季・冬季休業期間及び休日等によ

る学習、そして漢字学習室につきましては、小学生を対象に夏季・冬季休業期間及び休

日等による学習。そして夏の自習室につきましては、夏季休業期間中の学習課題を支援

するということと、それとクールスポットを兼ねた夏の居場所づくりを考えております

ので、これにつきましては、小学校、中学校を兼ねての対象となってきております。以

上でございます。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） 例えば、申し込みが多数の人数になった場合、会場とのかかわりと

か、小学校の場合でしたら田原、宇治田原、両方あるわけです。一気にどっと来て、あ

るいはまた、今、対象を１年から全学年という捉え方でいきますと相当な数になるわけ

ですが、そこら辺の人が多い場合は例えば分けてやるとか、何かそういうような工夫は

されているんですか。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 学び塾の３つの事業の内容につきましては、今後十分な検討を

重ねていかなきゃならないと考えております。広報等も関係する予定でございますけれ

ども、総合文化センター並びに総合文化センターで対応できない場合につきましては、

他の施設等の兼ね合いも考えたいと考えております。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） 最終的に講師は何人ぐらい予定されているんですか。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 講師でございますけれども、英語学習塾につきましてはＡＬＴ

を活用した学習を中心としていきたいと考えております。 

  また、漢字学習室につきましては、参加の小学生の人数によって変わってくるかもわ

かりませんけれども、その辺を考慮させていただきまして対応させていただきたいと思

っております。 
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  それと、夏の自習室につきましても、これにつきましては内容等も検討していかなき

ゃならない点がございますけれども、クールスポットを兼ねておりますので、その辺の

ことも考慮しながら対応等の検討をしていきたいと思っております。 

○委員長（原田周一） 垣内委員。 

○委員（垣内秋弘） 特にその夏の自習室については、クールスポットということを捉え

ますと、もう場所も限定されるでしょうし、人数も限定されるというふうに思うんです

よ。よほど申し込みが殺到すれば、それだけやはり、おまえ来ておまえやめとけという

わけにもいかんわけですから、そういった部分では色分けもできないですし、全員うま

く公平にという形にいくとなれば、その時間帯とか日にちとか十分練って、あるいはま

た講師の内容も含めて検討していただいて、より効果が出るようにひとつよろしくお願

いしたいと思います。以上です。 

○委員長（原田周一） ほかにございませんか。今西委員。 

○委員（今西久美子） 今の関連で、うじたわら学び塾についてお聞きをしたいと思いま

す。 

  まず、なぜこの内容が英語と漢字なのか。これを選ばれた理由をお聞かせください。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 英語につきましては、今年度も中学生を対象としました、３年

生でございますけれども、英検を対象にした学習室というか講座を開かせていただきま

した。そして、その辺も加味しながら、ＡＬＴの活用も十分今後していきたいというふ

うなことを考慮して、今回英語というふうな学習塾というようなことで検討させていた

だいた点でございます。 

  それと、漢字学習室でございますけれども、これにつきましては、従前まで小学校の

ほうで漢字の検定をしていた場面がございました。そういったことで検定というわけじ

ゃないんですけれども、まず小学生を対象に漢字の知識の向上を図っていきたいという

ふうなことを鑑みまして、今回、漢字学習室というようなことでの対応をさせていただ

きました。 

  英語、そしてまた日本に住む漢字というようなことでの対照的なものかなということ

を思っております。 

  それと、夏の学習室につきましては、先ほど言ったように夏の学習課題を対象にさせ

ていただきたいと思っておるところでございます。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 
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○委員（今西久美子） ちょっと私、いろいろ思いがあるんですけれども、まず、小学生

が対象になっていて総合文化センターということですけれども、校区外になる子どもた

ちもいますが、これは何か送り迎えか何かされるんですか。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 児童・生徒の送り迎えは、今現在、考えておりません。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） 小学生が総合文化センターまで自転車か歩いていくということに

なるかと思うんですが、ちょっとこういう形での学習が本当に求められているのかどう

か、私は非常に疑問がございます。 

  町内有識者による運営協議会も設置をしていただくということなので、そこでも十分

議論もしていただいたらいいと思うんですけれども、本当に今求められているというの

は、やっぱり基礎学力の修得だと私は思っているんですね。そういう意味では、非常に

学習にしんどくてついていけない子どもたちを対象にしたようなそういう塾も必要では

ないかなと。 

  これ、希望者ですよね。申し込みが必要なのかどうかも、ちょっと教えてください。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 事業につきましては、申し込みをさせていただきまして、対象

者の方々に案内を差し上げていきたいと思っておる状況でございます。 

（「希望者」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） うん、希望者。申し込み。今西委員。 

○委員（今西久美子） また、この間、私ずっと言っているんですけれども、例えば学校

に行けない子どもたち、不登校と言われる子どもたちの行き場が、宇治田原に本当にな

いんですね。フリースクールもないし、適応指導教室もないし、一時、宇治とか田辺で

やってはるところに行けへんのかという話もしていましたけれども、それもできないと

いうことで、本当にそういう子どもたちへの対応が、私は非常に不十分だというふうに

思っているんです。だから、そういう場も含めて、こういう場面で検討をぜひしていた

だけないかなと。これは私の要望にしておきますけれども、ぜひともその運営協議会で

その辺も含めて議論もしていただきたいというふうに思います。 

  英語といっても、中学生は結構、夏季休暇、冬季休暇はクラブ等で非常に忙しい。な

かなか行事をしても出てこられないような状況の中で、本当に集まるのかなという心配

があります。 
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  去年の夏の自習室、夏休み中にやられましたけれども、これはどのぐらいの参加だっ

たんですかね。 

○委員長（原田周一） よろしいですか。谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） ８月の３日間、行わせていただきました。全体で１０４名の参

加でございました。内訳で申し上げますと、８月１９日が３４名、２０日が３７名、

２４日が３３名というふうな人数でございます。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） いずれにしても内容も、その方法も、ちょっと私はこれ検討が必

要じゃないかなというふうに改めて思っています。 

  例えば夏の自習室にしろ、全部、総合文化センターを使うということですが、ほかの

団体の貸し館とのかかわりもございますし、そういう意味ではちょっと非常に場所的に

も一考が必要かなと。ここで対応できない場合は、ほかの施設もという話がありました

けれども、本当にどうかなというふうに、ちょっと意見として言っておきます。 

  それともう１点、教育の関係ですけれども、予算書の４３ページと４５ページなんで

すが、小学校、中学校費、それぞれ就学援助の費用が減額されております。この減額の

理由と、今、対象者としてはどれぐらいおられるのか、ちょっとわかれば教えてくださ

い。 

○委員長（原田周一） よろしいですか。すぐ答弁できますか。谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 宇治田原小学校のほうでは２４名、田原小学校のほうでは

３０名の対象者がおられます。 

  すみません。中学校のほうでございますけれども、３５名の方がおられます。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） その減額の事情、わかりますかね。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 年度当初予定していた準要保護の人数が、途中で準要保護から

解かれたというふうな場面もございますし、それによりまして全体でいきますと、小学

校でいきますと３８万５，０００円の減額になってきます。中学校費でいきますと

５５万円の減額ということで、当初の人数とその年度によることで準要保護の認定が減

ってきたというふうなことだと思います。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） この間、何年か経過、推移で減っているということでいいんです
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か。対象者、人数が。 

○委員長（原田周一） 谷村次長。 

○教育次長（谷村富啓） 経年通しての推移というものは手元にございませんけれども、

数値的に申し上げますと、当初予算から減額ということになってきますと、人数的には

減っている状況かなと思ってございます。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） ちょっとまた経年の推移ですね、ここ５年間ぐらいの分、今でな

くていいので、また後日でも資料としていただけたらなと思いますので、お願いをいた

します。 

  それと、主要事項調書の９ページなんですけれども、年金生活者等支援臨時福祉給付

金事業ということで、もちろん国の制度ではございますが、給付対象者１人につき３万

円ということなので、単純に計算して約１，０００人程度かなというふうには思うんで

すが、これも今まであった臨時福祉給付金等と同じように個人の申請になるんでしょう

か。 

○委員長（原田周一） 大江理事。 

○理事兼福祉課長（大江輝博） お答えいたします。 

  対象者を把握いたしまして、これも平成２７年度の臨時福祉給付金の支給対象者であ

って、なおかつ２８年度中に６５歳以上となる方に限定されております。そういった対

象の方、税のほうの担当のほうで把握をいたしまして、できる限り早い時期に対象者に

通知を送らせていただいて申請をいただくという形で支給をさせていただきたいと考え

ております。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） 臨時福祉給付金の対象者が全てはっきりわからないというような、

この間はそうでしたね。対象者と思っても、ほかの要件に合致しなくて対象でないとい

う方もあったと思うんですが、２７年度の臨時福祉給付金も１００％支給できたかどう

かわからへんのですよね。そういう意味でいうと、もしかしたら漏れている人がいるか

もしれないというような懸念もあるわけですが、その辺はどうでしょうか。 

○委員長（原田周一） 大江理事。 

○理事兼福祉課長（大江輝博） 今回の年金生活者の給付金でございますが、２７年度の

臨時福祉給付金、申請されておられなくても、この要件に該当すればこの給付金の支給

対象になる方となります。当然、今回申請をしていただきますと、給付すべき方という
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ことになります。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） 対象者とはなるけれども、その辺まできちんと周知ができるのか

どうかを私は心配しておりますので、もらえる資格のある方には、できれば全員もらえ

るようなご努力をお願いしておきたいと思います。 

  また、所得全体の底上げを図るというふうに書かれていますけれども、これは国に言

うんですけれども、これは本当に底上げが図られるのかどうか、１回切りの３万円でね。

底上げを図るというんなら、やっぱり年金を引き上げるべきやというふうに私は思いま

す。この間でいうと、実質の年金収入というのは減り続けておりますので、その辺は低

年金者の立場にきちんと立っていただいて、国に対してもしっかりと意見を言っていた

だきたいなというふうに思います。以上です。 

○委員長（原田周一） ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ないようでございますので、日程第６、議案第１号につきまして

は終了いたします。 

  次に、日程第７、議案第２号、平成２７年度宇治田原町国民健康保険特別会計（事業

勘定）補正予算（第４号）を議題といたします。 

  まず、当局より説明を求めます。町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、議案第２号につきましてご説明申し上げます。 

  議案第２号、平成２７年度宇治田原町国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算

（第４号）につきましては、補助金並びに拠出金等の確定及び執行済み事業等に係る損

額の精査を行った結果、２５６万５，０００円を追加し、補正後の予算総額を１４億

５，０６４万８，０００円とするものでございます。 

  歳入では、府支出金６万３，０００円、共同事業交付金１，９６９万４，０００円、

諸収入１５０万円を追加するとともに、国庫支出金６０８万７，０００円、療養給付費

等交付金１，１２７万５，０００円、繰入金１３３万円を減額し、歳出では、保険給付

費８０５万３，０００円を追加するとともに、総務費６２万９，０００円、共同事業拠

出金３８８万３，０００円、保健事業費９７万６，０００円を減額しておるところでご

ざいます。 

  以上、ご審議賜り、ご可決いただきますようお願い申し上げます。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 長谷川課長。 
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○戸籍・保険課長（長谷川みどり） それでは、議案第２号、平成２７年度宇治田原町国

民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算（第４号）につきましてご説明させていただ

きます。 

  まず、資料でございますが、横長の資料、議案第２号の横長の資料と、縦長の決算見

込み概要になります。 

  まず、第２号の横長の資料で、平成２７年度国民健康保険特別会計３月補正予算（第

４号）概要（主な増減）をごらんください。 

  歳入の部といたしまして、１番は、国庫補助金見込算定によりまして６１５万円の減

額補正、２番から４番につきましては、交付金額の見込み算定もしくは確定したことに

よりまして補正計上しております。 

  歳出の部といたしましては、１番から３番につきましては、医療費見込みの精査によ

る計上、また４番につきましては、拠出金額の確定によりまして減額補正計上しており

ます。 

  引き続きまして、詳細につきましては、縦長の資料、平成２７年度国民健康保険特別

会計（事業勘定）予算決算概要につきましてごらんください。 

  まず、決算見込み額、１２月末日現在で、歳入から歳出を差し引いた赤字額、累積赤

字額が８，９０５万４，５０１円、実質収支単年度赤字額が２，２７３万７，９２８円

でありましたのが、２月末現在累積赤字額が８，４６５万１，５５４円、単年度赤字額

が１，８３３万４，９８１円と、４４０万２，９４７円と若干赤字が縮小されましたが、

以前累積赤字が８，０００万円と厳しい状況になっております。 

  まず、赤字額が縮小した主な原因は、共同事業交付金によります高額医療費共同事業

交付金の増加によるものでございますが、交付金の増減は医療費の支出状況をもとに算

定交付されますことから、今年度医療費が大きく増加している影響を反映した結果とな

っております。 

  その下、各年度における平均給付費（月額）の状況でございますが、療養給付費、退

職で昨年より減っているものの、一般で月平均７９８万１，０１６円の増加、高額療養

費でも同様に退職で昨年度より減っているものの、一般で２６９万３，０１４円増加し

ており、合わせますと本年度と昨年度と比較しまして、月額で８６５万４，９２２円、

年額で医療費が約１億円増加したことになりまして、財政上有利となります退職被保険

者分ではなく、一般被保険者に係る医療費で大きく増加していることが今後の懸念材料

であります。 
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  歳入科目における主な特記事項といたしましては、国民健康保険税、１月現在納付状

況でございますが、現年度分収納率は増加しておりますものの、被保険者数の減尐によ

り、これは１月末日で２，５３１でしたが、２６年の４月末で２，７３１人ほどありま

した。被保険者数の減尐によりまして、収納額が６３８万３，０００円減尐しておりま

す。滞納繰り越し分につきましては、収納率も収納額も増加しております。保険税全体

としては収納率２．６７％上昇しておりますが、収納額は２６４万２，０００円の減額

となっております。 

  裏面をごらんください。 

  療養給付費等負担金につきましては、医療費が前年度と比較し大幅に増加しておりま

すことから、交付額は前年度比１，３４０万６，０００円の算定見込み、共同事業交付

金につきましても、医療費が大幅に増加したことから予算額対比１，９６９万

５，０００円の増額交付となる見込みでございます。 

  歳出科目に係る主な特記事項といたしましては、保険給付費、療養諸費で支出見込み

額が大幅に増加する見込みで、特に医科入院の費用額が大幅に増加しております。件数

や日数の伸びよりも費用額の伸びが大きく、入院区分においては１件１０万点、

１００万円以上の医療費が大きく増加、要因としては、脳梗塞等リハビリ期間を有し入

院期間が長期化するものが増加、緊急治療によりますＩＣＵ経由治療が発生しておりま

す。医科外来につきましても費用額が増加しておりまして、増加原因としては、がん治

療等によります放射線治療等が上げられます。 

  いずれにいたしましても、依然、厳しい状況が続いておりまして、額は流動的でござ

いますが、今年度も繰上充用をせざるを得ない状況でございます。 

  以上で国保会計の補正予算の説明を終わります。 

○委員長（原田周一） 説明が終わりました。質疑のある方は挙手を願います。ございま

せんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ないようでございますので、日程第７、議案第２号につきまして

は終了いたします。 

  次に、日程第８、議案第３号、平成２７年度宇治田原町後期高齢者医療特別会計補正

予算（第１号）を議題といたします。 

  まず、当局より説明を求めます。町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、議案第３号についてご説明を申し上げます。 
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  議案第３号、平成２７年度宇治田原町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）に

つきましては、後期高齢者医療保険料の調定額の増加及び基盤安定負担金の確定等によ

り２１８万７，０００円を追加し、補正後の予算総額を９，３７５万４，０００円とす

るものでございます。 

  歳入では、後期高齢者医療保険料１７０万６，０００円、繰越金９５万４，０００円

を追加するとともに、使用料及び手数料８，０００円、繰入金１４万１，０００円、諸

収入３２万４，０００円を減額し、歳出では後期高齢者医療広域連合納付金２８９万

７，０００円を追加するとともに、保健事業費５７万７，０００円、諸支出金１３万

３，０００円を減額しておるところでございます。 

  以上、よろしくご審議賜り、ご可決いただきますようお願い申し上げます。 

○委員長（原田周一） 長谷川課長。 

○戸籍・保険課長（長谷川みどり） それでは、議案第３号、平成２７年度宇治田原町後

期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）につきましてご説明申し上げます。 

  議案第３号の横長の資料で、平成２７年度後期高齢者医療特別会計３月補正予算（第

１号）概要（主な増減）をごらんください。 

  １ページ目、歳入の部でございますが、特別徴収保険料収入見込み額の精査によりま

して、１５５万７，０００円の増額補正をさせていただいております。 

  ２ページ目、歳出の部でございますが、後期高齢者医療広域連合の納付金２８９万

７，０００円の増額で、これにつきましては保険料収入見込み額の精査等によるもので

ございます。以上でございます。 

○委員長（原田周一） ただいま説明が終わりました。 

  これより質疑に入ります。質疑のある方は挙手を願います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ないようでございますので、日程第８、議案第３号につきまして

終了いたします。 

  次に、日程第９、議案第４号、平成２７年度宇治田原町介護保険特別会計補正予算

（第４号）を議題といたします。 

  まず、当局より説明を求めます。町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、議案第４号についてご説明申し上げます。 

  議案第４号、平成２７年度宇治田原町介護保険特別会計補正予算（第４号）につきま

しては、保険給付費の決算見込み額に伴う補正を行うものでございます。 
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  まず、保険事業勘定では、補正額は７，５５６万６，０００円を減額し、補正後の予

算総額を７億５，７２３万２，０００円とするものでございます。 

  歳入では、保険料６３０万２，０００円を追加し、国庫支出金２，０８２万

８，０００円、支払基金交付金２，９８１万３，０００円、府支出金１，６１１万

６，０００円、繰入金１，５１１万５，０００円などを減額しております。 

  歳出では、基金積立金１万３，０００円を追加し、総務費５０９万円、保険給付費

７，０２９万７，０００円、地域支援事業費１９万２，０００円を減額しております。 

  次に、介護サービス事業勘定では、事業費の決算見込みに伴い、補正額は４４万

７，０００円を減額し、補正後の予算総額を４５２万９，０００円とするものでござい

ます。 

  以上、ご審議賜り、ご可決いただきますようお願い申し上げます。以上でございます。 

○委員長（原田周一） 黒川課長。 

○健康長寿課長（黒川 剛） 議案第４号、平成２７年度宇治田原町介護保険特別会計補

正予算（第４号）についてご説明申し上げます。 

  今回の補正につきましては、介護保険給付費の見込みによりまして、介護サービス給

付費、介護予防サービス給付費などを減額しようとするものでございます。 

  横長の議案第４号資料のほうをごらんください。 

  ３ページに、歳出に係る概要を掲載しておりますが、介護サービス給付費

７，３８５万４，０００円の減額、介護予防サービス給付費で３９３万１，０００円を

減額し、特定入所者介護サービス費７４８万８，０００円を増額し、保険給付費全体で

７，０２９万７，０００円を減額しております。 

  また、追加で配付させていただきました補正予算特別委員会資料のほうをごらんくだ

さい。 

  平成２６年度実績と平成２７年度見込み及び平成２７年度の計画値を記載しておりま

す。計画値が平成２７年度当初予算に計上した数値となっております。 

  介護予防給付費、１枚目でございますが、一番下の行、給付合計のところを見ていた

だきまして、一番右でございますが、計画値に対して７７％の給付見込みとなっており

ます。この要因といたしましては、計画値に見込んでおりました要支援認定者１６５人

に対しまして１０１人の実績と、６１％程度にとどまっていることが要因であると考え

ております。 

  ２ページをごらんください。 
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  居宅介護サービスでございますが、計画値と見込みを比較しますと、総計、給付合計

で１０７％と計画値を上回る利用がされております。顕著なものといたしましては、

１３番、有料老人ホームですとか、養護老人ホームで生活される方が当該施設の従業者

によるサービスを受ける特定施設入所者生活介護につきまして伸びが大きくなってござ

います。 

  ３ページ、施設介護サービス費でございますが、介護老人福祉施設、これ、特別養護

老人ホームでございます。計画比９９％とほぼ計画どおりとなっている一方、介護老人

保健施設及び介護療養型医療施設が計画比５２％、４３％と半分程度で推移しておりま

す。これは、計画策定時に特別養護老人ホームへの入所者が多数あることから、その受

け皿といたしまして、介護老人保健施設の利用者を上乗せしたものが原因であるという

ふうに考えております。 

  施設サービス全体では７３％と見込み、総計でありますように、全体では８６％の給

付見込みとなります。 

  横長の資料のほうに戻っていただきたいと思いますが、保険給付費の減額に伴いまし

て、国、支払基金、府・町の負担金、補助金などを減額しているものでございます。 

  以上で説明を終わらせていただきます。 

○委員長（原田周一） 以上で説明が終わりました。 

  質疑のある方は挙手を願います。今西委員。 

○委員（今西久美子） 追加の資料をちょっと見ているんですけれども、３枚目の施設介

護サービスについてお聞きをしたいと思います。 

  特養待機者が多いということで、その受け皿として老健とか療養型の医療施設なんか

も計画値としては見込んでいたけれども、尐なかったというお話がございました。ただ、

その待機者は現におられると思うんですけれども、ちょっと何人ぐらいおられるのかわ

かればまた教えてほしいんですけれども、その老健や療養型の医療施設が受け皿に十分

なり得なかったという結果やと思うんですけれども、その辺の理由としてはどのように

お考えでしょうか。 

○委員長（原田周一） 黒川課長。 

○健康長寿課長（黒川 剛） 待機者につきましては、大まかな数字といいますか、今の

記憶している範囲でございますけれども、昨年の６月現在で、要介護３以上の方で在宅

の方で５６名だというふうに記憶しております。 

  その老人保健施設のほうの受け皿という形で予定しておったんですけれども、なかな
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かそちらのほうの移行が進んでいないという実態がございます。 

  ただ、先ほど申し上げました居宅サービスのほうで、特定施設入所者生活介護、居宅

介護サービスの１３番目でございますけれども、こちらのほうが思ったより需要が伸

びている。これはいわゆる介護つき住宅といいますか、サービスつき高齢者住宅、サ

高住といわれるものですけれども、そちらのほうの需要がふえていると。そちらのほ

うに流れている方がいらっしゃると。また、老健のほうですと近隣の施設等で見まし

ても大きな施設ができておりますけれども、なかなかスタッフの方が確保できなくて、

全床の提供ができていない状況にあるというふうなお話も聞いておるところでござい

ます。 

  一定の医療、老健内では医療行為が伴いますと入れないというような制約もございま

すので、希望はされていますけれどもなかなか受け入れはしていただけないというよう

な状況もあるのかなというふうに考えております。以上です。 

○委員長（原田周一） 今西委員。 

○委員（今西久美子） わかりました。 

  それと、ちょっと不思議なんですけれども、居宅介護サービス、２ページの訪問リハ

のこの計画値が何でこんなに低かったのか。１，４９１％とこれなっていますけれども、

これ、２６年度の実績がこれだけあるにもかかわらず、２７年の計画値がこんなに尐な

いのは何でか、説明をしてください。 

○委員長（原田周一） 黒川課長。 

○健康長寿課長（黒川 剛） こちらのほうにつきましては、私どももちょっと反省して

おるところでございまして、２６年度実績から見ましても、計画値が余りにも低いなと

いうところで非常に反省しておるところで、恐らく見込み間違いをしているのかなとい

うふうに思っております。以上でございます。 

○委員長（原田周一） ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（原田周一） ないようでございますので、日程第９、議案第４号につきまして

終了いたします。 

  以上で、今回補正予算特別委員会に付託されました議案の質疑は終了いたしました。 

  なお、お手元に配付しましたとおり、総務産業常任委員会終了後、１４日ですが、再

度、補正予算委員会を開き採決いたしますので、ご了承をお願いいたします。 

  それでは、これをもって補正予算特別委員会を延会することといたします。どうもご
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苦労さまでございました。 

延  会   午後４時２４分 
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